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第１章 計画の策定にあたって

第１節 策定の背景

１ 計画策定 背景

介護保険制度は創設から17年が経過し，サービス利用者が全国で創設時の３倍を超

えるなど，高齢者の生活基盤を支える仕組みとして定着してきました。

本市は，恵まれた地理的条件などを背景に発展した人口40万人超の都市です。

2014年（平成26年）に市制施行60年を迎え，現在も人口が増加していますが，団

塊の世代が高齢期を迎えたことに伴って，高齢者人口１０４，６４９人，高齢化率２

５.２%（2017年（平成２９年）１０月１日現在）と，高齢化が急速に進んでおり，

この傾向は今後も続く見込みです。

そこで本市では，２０００年（平成12年）から「柏市高齢者いきいきプラン21」

を策定し，これまでに5回の改定を重ね，「すべての高齢者が，その人らしく，住み

慣れた地域で安心していきいきと暮らせるまち柏」を基本理念に，さまざまな施策を

推進してきました。

今般第7期計画では，「地域包括ケアシステムの深化・推進」及び「介護保険制度

の持続可能性の確保」という介護保険法改正の趣旨を踏まえ，自立支援・重度化防止

や医療・介護の連携推進というこれまで取り組んできた施策の継承と更なる展開に加

え，新たに地域共生社会の実現や団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年（平成37

年）に向けて地域包括ケアシステムの実現に向けたビジョンを反映した計画策定に取

り組むものとします。
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２ 計画 位置付 

（１）⽼⼈保健福祉計画 介護保険事業計画  関係
この計画は，老人福祉法第20条の８に基づく「市町村老人福祉計画」と介護保険法

第117条に基づいた「市町村介護保険事業計画｣を一体のものとして策定しています。

（２）他計画  関係
この計画は，柏市第五次総合計画（2016年度（平成2８年度） ～2025年度（平

成３７年度））を上位計画とし，「柏市第五次総合計画」における高齢者の保健福祉

に関する部門計画となるよう策定するものです。

また，本計画は，地域健康福祉に関する理念と方向性を定めた第３期柏市地域健康

福祉計画（2014年度（平成26年度）策定）及び第４期柏市地域健康福祉計画

（2018年度（平成３０年度）策定）における高齢者分野の計画としても位置づけら

れるものです。

◆計画の位置づけ
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第 2節 計画の期間

本計画は，2025年度（平成３７年度）を見据え，2018年度（平成30年度）から

2020年度（平成32年度）までの３年間を計画期間とする計画です。

◆計画の期間

※年号について

２０１９年以降の和暦については「平成」から新しい名称に変更されることとなっ

ていますが，新名称が未定であることから，当計画では，原則として「西暦」表示

「和暦」表示を併記の上，２０１９年以降についても，便宜的に「平成」「H」等

を使用しております。
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第２章 ⾼齢者の保健福祉を取り巻く状況

第１節 ⾼齢化の現状と将来推計

１ ⼈⼝ ⻑期推移

本市では人口減少が進む全国的な傾向とは異なり，2025年（平成37年）までは，

人口が増加し，419,060 人に達すると推計され，その後は減少傾向に転じると予測さ

れます。

年齢階層別（３区分）の傾向は年少人口（0～14 歳），生産年齢人口（15～64

歳）は減少傾向で推移し，老年人口（65 歳以上）は増加傾向で推移し，平成 37 年

（2025 年）には 27.0％，平成62年（2050 年）には33.1％に達すると予測され

ます。

図表 2－1－1 柏市 年齢層別（3層）⼈⼝ 推移 ⾒込 

出典：柏市第五次総合計画より（2015 年のみ 10 月 1 日時点の住民基本台帳実績値）
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２ ⾼齢者数 推移

本市の高齢者数は，2017年（平成29年）時点で104,967人，以後も増加が続き

2025年（平成37年）には112,383人になると推計されます。高齢者人口の内訳を

みると，前期高齢者（65歳以上74歳以下）は減少し，後期高齢者（75歳以上）は増

加し，2021年（平成33年）には後期高齢者が前期高齢者を上回ります。

図表２－１－２ 柏市における高齢者数の推移と見込み

（人）
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３ 要介護認定者数 推移

要介護認定者数は2015年（平成27年）には14,385人ですが，2025年（平成

37年）には26,095人と８割程度の増加が見込まれ，65歳以上の第１号被保険者の

うち要介護認定者の割合（認定率）は，2015年（平成27年）には14.2％でしたが，

2025年（平成37年）には22.9％に達すると予測されます。

図表２－１－３ 柏市における要介護認定者数の推移と見込み

４ 認知症⾼齢者数 推移

本市の2017年（平成29年）における認知症有病者数は11,811人（11.3％），

MCI 有病者数（正常でも認知症でもない中間状態の者）は 7,650 人（7.3％）です。

2025年（平成37年）には認知症有病者数は19,434人（17.3％），MCI有病者数

は10,033人（8.9％）に達すると予測されます。

※認知症人数は，要介護認定を受けている日常生活自立度Ⅰ以上 ※健康とくらしの調査報告書（平成 29年 3月）をもとに算定

（人）

図表２－１－４ 柏市における認知症高齢者数の推移と見込み
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５    暮  ⾼齢者 推移

本市のひとり暮らし高齢者は，2015年（平成27年）には16,875世帯でしたが，

2020 年（平成32年）には19,083 世帯と予測され，その後も増え続けることが予

想されます。

高齢者人口に占めるひとり暮らし高齢者割合は全国平均と近い割合で推移し，2025

年（平成37年）には，本市が18.1％，全国平均が19.2％となっています。

図表２－１－６ 柏市におけるひとり暮らし高齢者の推移と見込み

図表２－１－５ 全国の認知症高齢者の現状（平成２４年）

出典：厚生労働省（認知症高齢者の現状（平成２４年））
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第２節 第 6期プランの評価と課題

１ ⾼齢者 意識 実態

（１）高齢者一般調査

第7期高齢者いきいきプラン21策定のための「高齢者一般調査（健康とくらしの調

査）」は，国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター老年学・社会科学研究センタ

ー老年学評価研究部に事務局本部を置く「日本老年学的評価研究（JAGES）プロジェ

クト」の研究知見に基づき，地域包括ケアシステムの5つの領域のうち，特に予防に

フォーカスをしてまとめたものです。ここでは，同調査に参加した３３保険者（３６

市町村）のうち，9保険者（柏市，松戸市，船橋市（千葉県），八王子市（東京都），

横浜市（神奈川県），新潟市（新潟県），名古屋市（愛知県），神戸市（兵庫県），

福岡市（福岡県））を「大規模市」として，柏市の状況を「大規模市平均」と比較し

ています。

①要介護リスク：虚弱者割合及び要介護リスク者割合

虚弱者割合（図表2-2-1）について，柏市と大規模市平均を比較してみると，「85

歳以上」でやや高く，「65-69 歳」，「80-84 歳」ではやや低く，「75-79 歳」

で低くなっています。

一方，要介護リスク者割合（図表2-2-2）について，大規模市平均を比較してみる

と，「70-74 歳」でやや低く，「75-79 歳」で低く，「80-84 歳」では，とても

低くなっています。

図表 2－２－1 虚弱者割合
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図表 2－２－２ 要介護者リスク割合

②社会参加：スポーツの会参加者割合

たとえば，スポーツの会参加者割合（図表2-2-3）について，大規模市平均を比較

してみると，「65-69 歳」，「70-74 歳」でとても高く，「75-79 歳」で高く，

「80-84 歳」でやや高くなっています。柏市と大規模市平均を比較してみると，スポ

ーツの会参加者割合と，前項目①の「虚弱者割合」が低いことには，関連性がある可

能性があります。

図表 2－２－3 スポーツの会参加者割合
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③最期を迎えたい場所

病気などで最期を迎えるとしたら，迎えたい場所として挙げられているのが，すべ

ての年齢層で「自宅」と回答したかたが最も多く過半数を超えています。また，年齢

層が高くなるにつれて，病院などの医療施設や高齢者向けのケア付き住宅の回答が多

くなる傾向にあります。

多くのかたが自宅での最期を望んでいることから，在宅での介護サービスの強化が

急務であると言えます。

図表 2－２－4 最期を迎えたい場所
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（２）ケアマネジャー調査

① 介護サービスの評価

「ケアマネジャー調査」は，ケアマネジャーが在宅介護サービスの利用調整に当たっ

て課題と感じている内容や不足するサービス種類等について把握し，サービス提供基

盤と地域包括ケア推進のための基礎資料とするために実施しました。

現在，不足サービスしているサービスは，1位は通所リハビリテーション，2位は定

期巡回・随時対応型訪問介護看護，３位は夜間対応型訪問介護でした。

また，今後，本市で充実させるべき介護サービスは，１位が前回調査と同様に「通

所リハビリテーション」で25.9％でした。続いて多かったのは前回5位だった「定期

巡回・随時対応型訪問介護看護」，「認知症対応型通所介護」，同4位だった「夜間

対応型訪問介護」と，重度者や認知症の人にとっても在宅生活を継続するために有効

なサービスが上位を占めています。

【利用希望の多いサービス】 【不足していると感じるサービス】 【充実させるべきサービス】

図表 2－２－５ 利⽤希望 多     等
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総合事業について，利用希望が多いサービスは，通所型・訪問型いずれも現行相当

サービスでした。一方，不足していると感じるサービスと充実が求められているサー

ビスについては，ともに通所型サービスより訪問型サービスを挙げる割合が高くなっ

ています。

個別サービスについてみると，住民主体で助け合いを推進する「訪問型サービス

Ｂ」のニーズが最も高くなっています。

訪問型

【利用希望の多いサービス】 【不足していると感じるサービス】 【充実させるべきサービス】

通所型

【利用希望の多いサービス】 【不足していると感じるサービス】 【充実させるべきサービス】

②特別養護老人ホームの待機者

担当する特養護老人ホーム入所待機者（３１１人）のうち，緊急の必要性があると

ケアマネジャーが感じたかたは，33.4％（１０４人）になりました。施設整備や在宅

介護の継続できる環境の整備について，待機者の実態に即して適切なサービスが提供

されるよう検討をすることが必要です。

図表 2－２－6－① 訪問型 利⽤希望 多     等

図表 2－２－6－② 通所型 利⽤希望 多     等
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③関係機関との連携状況

業務を実施する上での関係機関との連携についてたずねたところ，サービス事業者，

地域包括支援センターそして，医療機関（主治医）の3者について，前回（第６期計

画策定時）調査よりとも「とれている」という回答の割合が増加しています。

ただし，医療機関（主治医）については，前回同様「どちらともいえない」が

36.8％で最も多く，連携はまだ十分ではない状況がわかりました。

（単位：％）

※1％未満：サービス提供事業者（0.9，0.6）

図表 2－２－7 関係機関  連携状況
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（３）特別養護老人ホーム待機者調査

特別養護老人ホームの入所申し込みをしているかた全員に対して調査を行いました。

①入所する特別養護老人ホームを選ぶ際に重視すること

「費用の安い多床室」が４５.4％，次に「現在住んでいる場所から近いこと」が２５.

７％であり，多床室へのニーズが高いことがわかりました。

※多床室：相部屋タイプの居室であり，1部屋あたり2～4人で

暮らす。一般的にユニット型個室より居室料が安価

②入所希望時期

「時期未定，今と状況が変わった場合」が40.0％。一方，「早期（いますぐ～6か

月以内）に入所を希望」するかたも43.2％いることがわかりました。

また，「早期（いますぐ～6か月以内）に入所を希望」するかたの５０％が「費用の

安い多床室」を希望しています。

図表 2－２－８－① ⼊所  特別養護⽼⼈    選 際 重視    

図表 2－２－８－② ⼊所 希望  時期
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③特別養護老人ホームの入所申し込み理由

入所申し込み理由をたずねたところ，最もあてはまるものについては「今は自宅で

生活できているが，将来に対する不安を感じたため」という回答が21.9％で最多でし

た。続いて，「家族（介護者）が介護を続けることが困難になってきたため」が

21.6％，「日常的に介護する人がいないため」が14.1％と，家族介護力の低下が大

きな要因となっています。

適切な支援や在宅サービスを提供していくことにより，在宅介護の継続やその可能

性を検討することも必要となっています。

【最もよくあてはまるもの】 【次にあてはまるもの】

図表 2－２－9 ⼊所申 込 理由
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④在宅生活を困難にする要因

在宅生活を続けるために困っていることをたずねたところ，前回調査と同様「介護

に適した住宅に改修できないこと」が27.3％で最多でした。「24時間いつでも訪問

してくれる介護サービスがないこと」23.2％，「定期的に訪問して診療し，緊急時に

も対応してくれる医師がいないこと」14.9％も 2位と4位を占め，２４時間を支える

サービスのニーズが高いことがわかります。

図表 2－２－10 在宅⽣活 困難   要因
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（４）サービス未利用者調査

６か月間継続して介護保険サービスを全く利用していない要介護（要支援）者にた

いして調査を行いました。

①介護サービスの利用意向と利用してみたいサービス

「身の回りのことが自分でできなくなったら，利用したい」34.1％，「介護をしてく

れている人の体力が低下するなど，介護を受けられなくなったら，利用したい」

21.7％となり，現在と状況が変わったらサービスを受けたい人が過半数を占めていま

す。

次に今後利用したいと思う介護サービスは「家族等による介護が難しい時などの一

時入所」30.4％。「日中は施設の（食事，レクリエーション等）」12.0％，「24時

間の介護と日常生活の支援，緊急時にいつでも相談したい」9.8％となり，２４時間対

応型サービスのニーズがあることがわかりました。

図表 2－２－11 介護     利⽤意向
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※1～５のサービスは，次の①～⑤のサービス

①：自宅で入浴・食べる手伝い・排せつなどの支援

②：自宅での調理や部屋の掃除など

③：日中は施設のサービス（食事，レクリエーション等）

④：日中の入浴介助

⑤：家族等による介護が難しい時などの一時的入所

図表 2－２－12 利⽤         
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②普段の生活で手助けしてほしいこと

普段の生活で手助けしてほしいことをたずねたところ，「病院への送迎」が最も高

く33.2％，次いで「病院の付き添い・薬の受け取り」が2４.３％でした。そのあとは

「洗濯や部屋の掃除」，「玄関前や庭などの家周りの掃除」，「買い物」，「ごみ出

し」といった「ちょっとした困りごと」へのニーズが高いことがうかがえます。サー

ビス未利用者は要介護度が比較的軽いか，病院等に入院されている人が多いためだと

推測されます。

（５）在宅介護実態調査

在宅生活を送る要介護（要支援）者について，介護するかたの実態を調査するため，

要介護（要支援）更新申請をしたかたに調査を行いました。

在宅で介護をする上で介護者が，不安に感じる介護内容は何かを聞いたところ，比

較的経度の要支援者では「外出の付き添い・送迎等」が最も多く４９.４％でした。

図表 2－２－13 普段 ⽣活 ⼿助        
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軽度から中程度の要介護１・２のかたでは「認知症状への対応」が最も多く４７.

５％となり，比較的重度となる要介護３以上のかたでは「夜間の排泄」４０.０％が最

も多く，次に「認知症状への対応」３２.９％と続きました。

在宅でのくらしを継続する上で，介護を担うかたが不安に感じる介護の内容が，要

介護（要支援者）認定度の変化につれて変わってくることがわかりました。

アンケート結果からは，外出支援への柔軟な対応や，２４時間対応型サービスが必

要とされる背景がうかがえます。

図表 2－２－14 介護者 不安 感  介護内容
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２ 介護保険制度 運営状況
（１）保険料の状況

厚生労働省の「地域包括ケア見える化システム」により，本市の介護保険事業を全

国平均および千葉県平均と比較して分析すると，本市の被保険者１人当たりの必要保

険料月額は，平成29年３月では4,962 円で，全国平均よりは低いものの千葉県平均

を上回っています。（保険料額と必要保険料額との差額は介護保険事業財政調整基金

からの繰入金で対応）

図表 2－２－15 第１号被保険者１⼈当  保険給付⽉額 

第１号保険料⽉額 必要保険料⽉額（平成 29 年３⽉）
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（２）認定率の状況（平成２９年３月）

要介護認定率は，千葉県平均・全国平均に比べ低いですが，要支援１，要介護1の

割合は千葉県平均よりも高くなっています。

図表 2－２－16 要介護度別認定率（平成 29 年３⽉）

（３）保険給付の状況

図表 2－２－17 第１号被保険者１⼈   在宅     

施設    給付量（平成 29 年３⽉）

給
付
月
額
 
円
 

保
険
料
月
額
 
円
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図表 2－２－18 第１号被保険者１⼈   在宅     

施設    給付指数（平成 29年３⽉）

訪問系： 訪問系居宅サービス，夜間対応型訪問介護，定期巡回・随時対応型訪問介護看護

通所系： 通所系居宅サービス，地域密着型通所介護，小規模多機能型居宅介護，看護小規模多機能型居

宅介護

その他居宅サービス： 福祉用具・住宅改修サービス

宿泊・居住系： グループホーム

特別養護老人ホーム： 地域密着型を含む
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第３章 計画の⽬指すもの

第１節 基本理念

本市は2017年（平成29年）に高齢化率25％を超えて，4人に1人が高齢者とな

りました。

今後，高齢者はますます増えていきますが，2020年度（平成32年度）には，後期

高齢者が前期高齢者より多くなり，2025年（平成37年）には「団塊の世代」の全て

が後期高齢者となります。

本市ではこれまで，東京大学，ＵＲ都市機構と３者により｢いつまでも元気で活躍で

きるまち｣と｢いつまでも自宅で安心した生活が送れるまち｣を目指した長寿社会のまち

づくりを先駆的に進めてきました。

それらの取り組みで培った知見をもとに，医療・介護・生活支援等を担う多様な主

体が，連携を図りながら地域住民の生活を支えると共に，地域のあらゆる住民が役割

を持ち，支えあい，自分らしく暮らすことができる『地域共生社会』の実現を目指す

必要があります。

第７期計画ではこれまでの基本理念を継承し，地域包括ケアシステムの強化に向け

て計画をより一層推進していきます。

    ⾼齢者    ⼈    

住 慣  地域 

安⼼       暮     柏
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第2節 ⽇常⽣活圏域 設定
●本市の圏域の単位

◆大圏域

「北部ゾーン」「中央ゾーン」「南部ゾーン」「東部ゾーン」の４圏域を設定。基

本的に広域型介護施設のサービス整備の単位とします。

◆中圏域

介護保険法で定められた，地域密着型サービスの基盤整備の単位として，第４期か

ら市内を７つの圏域に分けた「北部1」「北部2」「中央1」「中央2」「南部1」

「南部2」「沼南」を第７期でも踏襲して，「中圏域」＝日常生活圏域として設定しま

す。

◆小圏域

新旧住民の融和と地域の自治意識の向上を目的として進めてきた「ふるさと運動」

の活動拠点として市内20のエリアに住民組織である「ふるさと協議会」を設置。この

コミュニティエリアを「小圏域」として，高齢者を支える各種の地域活動を促進する

単位に設定します。

◆本市の日常生活圏域位置図

◆日常生活圏域の状況

大圏域 中圏域（上段）/小圏域（下段） 総人口・高齢者人口

北部

北部１

①田中 ②西原

総 人 口：62,299 人

高齢者人口：14,400 人

北部２

③富勢 ④松葉 ⑤高田・松ケ崎

総 人 口：55,645 人

高齢者人口：15,653 人

中央

中央１

⑥豊四季台 ⑦新富 ⑧旭町

総 人 口：66,238 人

高齢者人口：14,968 人

中央２

⑨柏中央 ⑩新田原 ⑪富里 ⑫永楽台

総 人 口：72,758 人

高齢者人口：16,358 人

南部

南部１

⑬増尾 ⑭南部 ⑮藤心

総 人 口：65,647 人

高齢者人口：19,137 人

南部２

⑯光ケ丘 ⑰酒井根

総 人 口：40,381 人

高齢者人口：10,880 人

東部
沼南

⑱手賀 ⑲風早北部 ⑳風早南部

総 人 口：52,689 人

高齢者人口：13,571 人
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      圏域    地域包括       

柏市では，「おおむね３０分以内に必要なサービスが提供される範囲」とし

て日常生活圏域を設定しています。また「地域の支えあいの推進」など，必

要に応じて，コミュニティエリアで各取組みを展開しています。
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第３節 計画策定     

第７期介護保険事業計画は，２０２５年（平成37年）に向けて，第５期で開始した

地域包括ケアシステムの実現のための方向性を継承しつつ，さらに深化・推進させ，

全市的に取り組んでいくものです。

第７期柏市高齢者いきいきプラン２１では，以下のポイントで計画を策定しました。

東京大学及び UR と協定し全国に先駆けて「在宅医療・介護の連携」「生きがい就

労」「フレイル予防」などに取り組んできました。これらの取り組みから得られた知

見をもとに，多様な主体が顔の見える関係のもと，様々な状態像の高齢者一人ひとり

の生活を支える仕組みを，地域（日常生活圏域）ごとに構築していきます。

第６期では，これまで本市が培ってきたコミュニティづくりを基盤に取り組みを進

めてきた「介護予防・日常生活支援総合事業」により，地域住民主体の支えあい等の

活動を推進してきました。どの地域でも今後高齢化が進む中，様々な年代が「我が

事」ととらえ，互いに支えあう地域づくりを進めていきます。

東京大学高齢社会総合研究機構の大規模健康調査により「食・栄養」「運動」「社

会参加」の３つをバランスよく実践することが，フレイル状態の予防や改善につなが

ることがわかりました。

多様な「社会参加」の機会を地域に創出することにより，全ての世代の健康寿命の

延伸を目指します。

（1） 2025 年を⾒据えた「柏市型地域包括ケアシステム」の強化に
向けた計画

（2） コミュニティの⽀えあいによる地域づくりを進める計画

（3） フレイル予防のまちづくりの推進
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健康寿命の延伸など高齢者のＱＯＬの向上のためには，要介護・要支援状態からの

自立支援・重度化防止に向けた取り組みを推進することが重要です。その取り組みが，

介護保険制度の持続可能性の確保にもつながります。そのため，現状のデータ分析を

行い，柏市が目指す姿を指標として計画に盛り込み，ＰＤＣＡサイクルを活用して取

り組みの充実を図る計画とします。

２０２５年を見据えた「地域包括ケア計画」として，今後，在宅サービス，施設サ

ービス等の介護サービスの基盤の整備を，どのような方向で充実させていくのか，目

指すべき姿を具体的に提示し，取り組みを進めていきます。

また，介護人材の確保についても，並行して取り組んでまいります。

（4） ⾃⽴⽀援・重度化防⽌に向けた取り組みの推進

（5） 介護サービスの基盤の整備に向けた取り組みの推進
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第４節 政策⽬標及 重点施策

（1） いきいきとその人らしく暮らせるまちづくり

この目標は，基本理念の「その人らしく」「いきいきと」暮らせるまちの実現に向

けたものです。全ての高齢者が，いきいきと前向きに尊厳を持って暮らすことができ

るよう，よりニーズに沿った社会参加の機会やきっかけの提供，環境の整備を行いま

す。これまでの人生で培った豊かな経験や知識，能力を社会の中で発揮できる基盤が

作られ，社会参加や地域との交流が進むことで，高齢者自身の健康づくりとなるもの

でもあります。

また，より多くの高齢者が健康寿命を延伸できるよう，フレイル予防を通じた，

様々な健康づくり・介護予防活動に取り組みやすい環境を地域ぐるみで構築し，いき

いきとその人らしい生活が継続できるよう，取り組んでいきます。
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（2） 地域で高齢者を支える体制づくり

この目標は，基本理念の「住み慣れた地域で」暮らせるまちの実現に向けたもので

す。第６期では，高齢者が病気や障害があっても，住み慣れた地域で安心して暮らし

続けるために，地域住民どうしが互いに支えあい，助けあうための仕組みや，それを

支える体制づくりに取り組んでいます。また，地域包括支援センターを中心に，医療

と介護等の関係者が連携し，切れ目なく支援を行うための顔の見える関係づくりも進

んでいます。

第７期では，これら地域の取り組みと医療・介護の関係者が協力し，より一層高齢

者を支える体制の強化に取り組んでいきます。

（3） 安心して暮らせる超高齢社会のまちづくり

この目標は，基本理念の「安心して」暮らせるまちの実現に向けたものです。介

護・支援が必要になっても高齢者が安心して暮らしていくためには，本人や家族の状

況にあわせて，本人が望む暮らし方・生き方を実現できるよう，適切で質の高いサー

ビス提供など，環境の整備が必要です。

また，特別養護老人ホームなどの施設サービスや中重度の要介護のかたが，可能な

限り在宅生活を継続できるために，２４時間を支える在宅サービス等の提供基盤を計

画的に整備し，施設，在宅に関わらず，高齢者自身が望む安心して暮らせるまちづく

りに取り組んでいきます。
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計画の全体像
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第５節 計画 周知及 進⾏管理

1 計画 周知

計画策定後，第7期プランに関する介護保険特集号を作成，配布し，市民に対して

周知します。また，市民が本計画を閲覧しやすいよう，柏市オフィシャルウェブサイ

トに計画を掲載するとともに，行政資料室及び関係部署の窓口に配架します。なお，

市民出前講座により，市民の要請に応じ講座を実施します。

さらに，計画を効果的に推進するため，関係機関に対しても計画の周知を行い，協

力を要請していきます。

＜介護保険特集号「第6期柏市高齢者いきいきプラン２１」策定＞

2 計画 進⾏管理

本計画の進行管理については，健康福祉施策全般に関する重要事項を調査審議する

機関である「柏市健康福祉審議会」において，本計画の進捗状況の点検，進行管理を

行い，必要な対策等を講じています。
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３ 指標 設定    

地域包括ケアシステムを実現するためには，第６期で大きく変わった事業の枠組み

を，第７期に深化・推進していく事が必要です。策定した計画の進捗管理を行い，取

組みの成果・効果を確認して次の計画に活かす（PDCAサイクルを回す）には，指標

が効果的であるため，第７期柏市高齢者いきいきプラン２１では，各「節」「主な取

組み」ごとに指標を設定しました。

各節・主な取組みの指標は次のような観点から選んでいます。

また，事業を進めていく中で，指標自体も評価していきます。

（１）節の指標（政策目標の達成に向けた成果指標）

取組みの結果としてどのような「変化」「効果」があったかが分かるような指標，

又はその節で目指す姿に近づいたかどうかが分かるような指標を選んでいます。

市の事業の結果で，すぐ成果が分かる指標ではありませんが，市の目指す方向性を

確認できる指標としました。

（２）主な取組みの指標（事業実施の指標）

事業の頻度・回数・参加状況など，目指す目的を実現するために，どのような取組

みを行ったかがわかるような項目等を指標として選んでいます。

（３）指標の記載例

○ 指標名

※参考 2016年度（平成28年度） ７０．０％

・指標名・・・各取り組みの指標のタイトルです。

・単位 ・・・各指標の単位（例：％，人，回数，部数・・・等）

・指標値・・・本計画の期間中に実施又は目標とする数値です。該当する年度に調査

を行う予定です。

・指標が空欄の年・・・指標の調査を初めて行う予定がある年です。

・指標が｢－｣の年・・・調査の予定が無い年です。

・※参考・・・原則として過去に同様の調査を実施した際の数値です。

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

％ － ８０.0

例
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第２部 重点施策の取り組み（各論）
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v

第１節     予防 推進

本市の要介護認定率及び保険給付費は，全国及び千葉県に比べ低位にある状況です。

しかし，大都市近郊の本市では，団塊の世代が後期高齢者になる２０２５年（平成37

年）以降に，要介護リスクの高い後期高齢者が増えていきます。毎日いきいきと健康

な生活を送っていくためには「しっかり噛んでしっかり食べること」「運動するこ

と」「社会参加すること」の３つの要素をバランスよく実践することが非常に大切で

す。特に「社会とのつながりを失うこと」がフレイルの最初の入り口になると言われ

ています。

このため，いつまでも元気でいきいきと活動し，自立の期間を延ばすためには多く

の高齢者が楽しく気軽に参加できるように，身近な地域で活動できる多様な場づくり

を積極的に進めていくことが課題とされます。

まずは自分の健康状態や日々の生活を振り返り，自分ごととして意識するために，

「フレイルチェック」や各種健康診査の受診を促進していくことが必要です。2015

年（27年度）・2016年（28年度）にフレイルチェックを2回以上受けた市民180

名にアンケートをとったところ，「フレイルチェックを受けたことによって，フレイ

ルにならないように気をつけるようになった」と答えたかたが73%でした。フレイル

チェックを通じて，健康づくりへの意識が高まり取り組みにつながることがわかりま

した。

まずはフレイルチェックの啓発を強化し，その上で，「ロコモフィットかしわ事

業」「身近な通いの場」「地域の支えあい」など「フレイル予防」の取り組みについ

て，拡充し，周知していくとともに，地域で主体的に取り組めるよう支援していく必

要があります。また，多様な社会参加や健康づくりに関する施策が効果的に横断的に

実施できるよう，「フレイル予防プロジェクト２０２５推進委員会」を通して市民を

はじめ，地域に関わる介護・医療・福祉の専門職，行政などが連携して取り組みを進

める必要があります。

（補足）フレイル＝「frailty（虚弱）」という英語から作られた言葉です。

現状 課題

第１章        ⼈   暮        
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フレイルチェックを普及し，多様な地域ぐるみのフレイル予防活動が充実するため

の取り組みを推進することで，高齢者の健康寿命の延伸を目指します。

○要介護認定率の減少

※参考 フレイル予防プロジェクト２０２５開始前である2015年度（平成２７年度）の認定

率は１９.７%（８０～８４歳）

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

％ — — １８.７

指標

○フレイル予防の推進

フレイル予防プロジェクト２０２５の推進

フレイルチェックを通じたフレイル予防の推進

地域ぐるみのフレイル予防活動の支援

健康相談・健康診査を通じた健康づくりの推進

第７期 ⽅向性

重点施策 主 取 組 
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1 フレイル予防プロジェクト２０２５の推進

事業名 フレイル予防プロジェクト 2025の推進

内 容 フレイル予防の普及・啓発と効果的な促進，地域における市民主体の活

動の促進，フレイル予防に係る関係機関の連携・調整等について協議し，

フレイル予防を通じた健康なまちづくりを推進します。

・フレイル予防プロジェクト2025推進委員会

●フレイルを知っている人（浸透度）の割合（健康と暮らしの調査）

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

％ － 70 －

※参考 2016年度（平成 28年度） 13.4％

主な取り組み
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２ フレイルチェックを通じたフレイル予防の推進

事業名 フレイルチェックを通じたフレイル予防の推進

内 容 まずは一人ひとりが自分自身の健康状態や日々の生活を振り返り，フレ

イル予防を「自分ごと」として意識するための「動機付け」として，市民

の「フレイル予防サポーター」による「フレイルチェック講座」を推進

し，フレイル予防の普及啓発に取り組みます。

①フレイルチェックの普及・啓発

②フレイルチェック講座の実施

・介護予防センター・地域包括支援センターで実施するフレイルチェック

講座

・健康づくり・フレイル予防出前講座（介護予防グループ支援）で実施す

るフレイルチェック講座

③フレイル予防サポーターの育成・支援

・フレイル予防サポーター養成講座

・フレイル予防サポーターの活動支援

・フレイルトレーナーの育成支援

指 標

（フレイルチェック講座の様子）

（フレイルチェック講座の様子） （フレイルサポーターステップアップ研修）

●フレイルチェック講座の参加者数

※参考 2016年度（平成 28年度） 843人

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

人 1,000 1,200 1,400
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事業名 フレイル予防活動の普及・啓発

内 容 フレイル予防の３つの柱である「栄養・運動・社会参加」に基づく各種

の効果的なフレイル予防講座を開催するとともに，地域の通いの場・居場

所等の身近な地域で取り組むことができるよう，フレイル予防の普及・啓

発に努めます。

・ロコモフィットかしわ事業の推進

・介護予防センターによるフレイル予防講座の開催

・地域包括支援センターによるフレイル予防講座の開催

（介護予防センターによる口腔講座） （地域包括支援センターによる講座）

●ロコモ予防に取り組む高齢者数

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

人 2,050 2,950 3,850

※参考 2016年度（平成 28年度） 1,154人

事業名 市民サポーター活動の普及・啓発

内 容 地域における支え合いや介護施設等でのボランティア等，市民の主体的

な活動を通じて社会参加と地域貢献を図るとともに，健康増進・フレイル

予防の増進を進めます。

・生活支援サービスの提供体制の構築（Ｐ58参照）

・介護支援サポーター事業

指 標 ●介護支援サポーターの登録者数

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

人 1,500 1,600 1,700

※参考 2016年度（平成 28年度） 1,212人
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３ 地域ぐるみのフレイル予防活動の支援

事業名 介護予防センターの機能強化

内 容 市内２か所の介護予防センター（ほのぼのプラザますお，いきいきプラ

ザ）をフレイル予防の拠点施設として，フレイル予防講座を開催するほ

か，身近な地域において市民が継続的にフレイル予防に取り組めるよう，

市民サポーターの養成や市民の自主活動への講師派遣等を行います。

指 標

・各種フレイル予防講座の開催

・市民サポーターの養成

・健康づくり・フレイル予防出前講座（介護予防グループ支援）

●介護予防センターでのフレイル予防講座参加者数

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

人 1,700 1,700 1,700

※参考 2016年度（平成 28年度） 1,662人

●市民サポーターの人数（フレイル予防・ウォーキング・ロコモ予防）

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

人 200 220 240

※参考 2016年度（平成 28年度） 131人
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事業名 地域におけるフレイル予防の普及・啓発

内 容 社会参加の場として，地域の通いの場・居場所づくりを進めるととも

に，生涯学習や若年層の健康づくり施策と連携し，活用しやすい多様なプ

ログラムを提供し，地域ぐるみのフレイル予防の取り組みを支援します。

・DVDや講師派遣等によるフレイル予防体操等の普及

・地域スポーツ活動の推進

・通いの場事業の推進（Ｐ48参照）（Ｐ60参照）

（フレイル予防体操の伝達講習）

（地域におけるフレイル予防体操の取り組み）

●フレイル予防の自主活動グループ数

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

団体 80 125 170

※参考 2016年度（平成28年度） 29団体
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４ 健康相談・健康診査等を通じた健康づくりの推進

事業名 健康相談・各種健診事業の推進

内 容 市民を対象に健康づくりや生活習慣病予防等について保健師・栄養士・

歯科衛生士による個別相談を，来所または電話により実施します。

・健康相談

・特定健康診査及び７５歳以上の健康診査

・定期的ながん検診，健康診査

●健康相談実施状況

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

人 510 510 510

※参考 2016年度（平成 28年度） 509人（保健所事業年報より）

事業名 地域包括支援センターによるフレイル予防の普及・啓発

内 容 地域包括支援センターによるフレイル予防講座を開催するとともに，講

座参加者や自主活動グループへの支援等，介護予防センターと連携して，

地域におけるフレイル予防の中心的役割を推進します。

・地域包括支援センターによるフレイル予防講座

・フレイル予防の自主活動への支援

・フレイル予防活動マップ等による情報提供

●地域包括支援センターでのフレイル予防講座参加者数

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

人 12,500 13,000 13,500

※参考 201７年度（平成29年度実績） 17,101 人
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第2節 ⾼齢者 居場所   

近年のひとり暮らしや高齢者夫婦世帯の増加に伴い，地域内での孤立化の予防が求

められています。2012 年（平成 24 年）の国立社会保障・人口問題研究所の調査に

よれば，ひとり暮らし男性の16％が「２週間他人と会話なし」という状況にあります。

こうした孤立化しやすい対象者層に向けて，多様な交流の機会を身近な場所で提供す

ることが必要となっています。また，高齢者の孤立化防止と社会との繋がりを維持し

ていくことが，ＱＯＬ（Quality of Life）を高め健康寿命の延伸と要介護リスクの低

減のためにも効果的であるとされています。

本市には，現在，老人福祉センターが４か所，町会・自治会等が中心となって運営

するふれあいサロンや通いの場が225か所あり，高齢者のレクリエーションや健康増

進，趣味活動等の活動拠点となっています。しかし，2016 年（平成 28年）には，

高齢者数は10万人を超えており，老人福祉センターは交通の利便性が悪いことや，ふ

れあいサロンは月に数回程度の開催頻度であり，居場所としての機能には限界がある

現状にあります。

また，高齢者の孤立化防止のためには，通いやすく気軽に参加できる場所や興味を

引き新たな出会いを促す楽しみのあるソフト事業が求められます。現在は，市内でも

多世代の交流の場として，「コミュニティカフェ」などの「通いの場」の運営がなさ

れるようになっていますが，これらを各日常生活圏域に広めていくことが必要となっ

ています。

高齢者の孤立化を予防し，気軽に参加できる通いの場・居場所を，日常生活圏域ご

とに充実させ，人との交流や参加の機会を促進します。

現状 課題

第７期 ⽅向性
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○友人知人と会う頻度が高い（月に１回以上）人の割合

※参考 2016年度（平成 28年度） 68.１％（3年に1度行う「健康とくらしの調査」より）

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

％ — ６９.０ —

指標

○高齢者の居場所づくり

通いの場・ふれあいサロン活動の支援

老人福祉センター等の管理運営

重点施策 主 取 組 
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１ 通いの場・ふれあいサロン活動の支援

事業名 通いの場・ふれあいサロン活動の支援

内 容 コミュニティカフェなどの通いの場やサロン活動に対して，住民主体に

よる事業運営ができるよう，地域や社会福祉協議会との連携を通じ，経営

基盤への支援や運営ノウハウ・人材育成等の講座を行い，身近な地域での

居場所や多世代交流の場づくりを進め，介護予防や健康増進を図ります。

・ふれあいサロンの運営支援

・通いの場運営費補助

・運営事業等のためのセミナー開催，人材養成

・フレイル予防事業の拡充

・介護支援サポーター事業

・多世代交流事業

（通いの場の様子）

●通いの場の数（週一型・常設型）

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

か所 21 26 31

※参考 2016年度（平成 28年度） 19か所

●ふれあいサロン数（保険加入／高齢者参加対象）

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

か所 195 200 205

※参考 2016年度（平成 28年度） 189か所

主な取り組み
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２ 老人福祉センター等の管理運営

事業名 老人福祉センター等の管理運営

内 容 高齢者がお互いの親睦を図り，各種の相談や教養の向上，レクリエーシ

ョン，介護予防に役立つ講座などを実施し，高齢者の健康で豊かな生活を

支援します。

・柏寿荘

・中央老人福祉センター

（※平成３１年４月から３２年９月までを予定している教育福祉会館の耐

震工事に伴い休館。耐震工事完了後，地域共生社会の実現に向けて高齢者

に特化した余暇支援の場から介護予防・社会参加支援の場への転換を図り

ます。）

・南部老人福祉センター（かたくりの里）

・沼南老人福祉センター（いこい荘）

・豊四季台老人いこいの家

（老人福祉センターの様子）

●利用人数

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

人 144,000 144,000 144,000

※参考 2016年度（平成 28年度） 154,792 人
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第 3節 多様 社会参加 促進

2016年（平成28年）の「健康とくらしの調査」においては，前期高齢者の4割，

後期高齢者でも 3割の高齢者が就労している状況ですが，大規模市平均と比較をする

と，やや低くなっています。一方，同調査において社会参加の状況については，特に

「70-74 歳」の層で，「スポーツの会」「趣味の会」「ボランティア参加者割合」

「学習・教養サークル参加者割合」のいずれについても，大規模市平均と比較して参

加割合がとても高いという結果が出ています。

本市では東京大学と連携して，高齢者の豊富な経験や知識を活かし，身体的・時間

的には負担の少ない働き方である「生きがい就労」の取り組みを進めました。その後，

非就労活動を含めた情報提供や支援の取り組みとして「セカンドライフプラットフォ

ーム事業」に発展し，現在は厚生労働省委託事業の「生涯現役促進地域連携事業」を

実施しています。今後は，これを継続的な事業とし一層発展させていくことが必要で

す。

高齢者のセカンドライフの選択にあたっては，就労を始め，趣味やスポーツ活動・

ボランティア活動等各種情報の一元化が求められています。「柏市生涯現役促進協議

会」が運営するWeb サイト「かしわ生涯現役ネット」は，2017 年度（平成 29 年

度）上半期で 5万件近いアクセスがあることから，情報提供へのニーズが高いものと

思われます。

元気な高齢者の健康状態を維持していくとともに，高齢者の一人ひとりが豊かなセ

カンドライフを送れるようにするため「働きたい」「社会で活躍したい」という希望

のある高齢者が，必要な情報に簡便にアクセスできるような環境整備を進める必要が

あります。

就労やボランティア，趣味の会などの，活動の情報をわかりやすく提供等を行い，

多様な社会参加を促進することで，高齢者が活躍できる地域づくりを進めます。また，

就労先の新たな開拓や啓発により，高年齢者の就労機会を創出します。

現状 課題

第７期 ⽅向性
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○社会参加：スポーツの会・趣味の会・ボランティア・学習教養サークル参加者割合

の向上

※参考 ２０１６年度（平成２８年度）はスポーツの会３２.６％・趣味の会４０.

３％・ボランティア１４.９％・学習教養サークル１０.９％。3年に 1度行う「健康と

くらしの調査」

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

％ — 向上 —

指標

○多様な社会参加の推進

高齢者就労の拡充

地域でのボランティア活動の推進

重点施策 主 取 組 
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1 高齢者就労の拡充

事業名 高齢者就労の拡充

内 容 高年齢者の雇用機会の確保を促進する「柏市生涯現役促進協議会」へ参

画すると共に，運転資金の貸付，同協議会事務局への支援等を行います。

また，高齢者就労について従来より取り組んでいるシルバー人材センター

との連携は，引き続き強化充実を図ります。

・柏市生涯現役促進協議会への参画

※柏市生涯現役促進協議会の事業

①事業所啓発と仕事の開拓事業

②就労セミナー事業

③ホームページによる情報提供事業

④相談窓口による情報提供事業

・シルバー人材センターとの連携

・ボランティア活動の推進（Ｐ54参照）

●生涯現役促進協議会による求人開拓件数

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

件数 増加 増加 増加

※参考 201７年度（平成 2９年度） 50件

●生涯現役促進協議会実施事業（セミナー,窓口）利用者満足度

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

％ 90 90 90

※第７期中に基準となる値を調査する予定です。

主な取り組み
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２ 地域でのボランティア活動の推進

事業名 地域でのボランティア活動の推進

内 容 ボランティアセンターを中心に，ボランティア活動の普及啓発，コーデ

ィネート，人材育成等を行います。また，地域いきいきセンターを設置

し，地域に身近な場所での相談，人材育成等を行い，ボランティアや地域

活動の推進を図ります。

・社会福祉協議会ボランティアセンター

・地域いきいきセンター（Ｐ61参照）

・市民活動センター

・介護支援サポーター事業

●ボランティアセンターへのボランティアの登録者数

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

人 3,950 4,050 4,150

※参考 2016年度（平成 28年度） 3,855人

●地域いきいきセンターの設置か所数

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

か所 5 6 7

※参考 2016年度（平成 28年度） 4か所
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事業名 高齢者団体の支援

内 容 高齢者の仲間づくりを通じて，生きがいづくりや健康の増進等を図るた

め，地域福祉活動に貢献する老人クラブ活動などの団体に対して，その活

動を支援します。

・老人クラブ活動への助成

・借上バス利用費の補助

●老人クラブ団体数

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

団体 97 97 97

※参考 2017年度（平成 29年度）現在 97団体

●借上バス利用団体数

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

延べ利用団体 300 320 340

※参考 2016年度（平成 28年度） 243団体
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第１節 地域  ⽀   活動 推進 相談体制 充実

ひとり暮らし高齢者や夫婦のみの世帯の増加に伴い，日常生活における困りごとの

解決が容易ではなくなり，さまざまな生活支援のニーズが高まっています。2016 年

（28年度）の健康とくらしの調査では，助け合い活動が多い地域では認知症リスク者

が少ないという結果が出ています。本市は,有償ボランティアやNPO団体の活動は活発

ですが，これから増加が見込まれる高齢者に対しては生活支援のサービスを拡充し,

「お互いさま・助け合い」の関係を構築していくことが課題となっています。

本市では，第６期に，２０の各コミュニティエリアに配置した「地域支えあい推進

員」や「支えあい会議」の開催などを通して地域のお互い様の関係を構築する取り組

みを進めてきました。今後は，住民の力を活かした訪問・通所型サービスにより，見

守りやゴミ出しなどの生活支援サービスを提供することが期待されており，NPOや民

間事業者等多様な主体が連携し，重層的な提供体制の構築を図ります。

また，市では市内全域で高齢者の困りごとや相談・見守りに対応できる体制が整う

ように各地域への働き掛けや支援を行うために，身近な相談窓口として,「地域いきい

きセンター」の拡充に取り組みます。地域いきいきセンターと地域包括支援センター

の連携を強化することにより，地域での困りごとの解決を支援します。

本市では，災害時に支援が必要な高齢者等の支援体制の充実に努めてきましたが，

2013 年（平成 25年）の災害対策基本法等の改正を受けて，避難行動要支援者名簿

の作成や地域防災組織との情報共有などの体制の整備も課題となっています。また，

最近では孤立死防止のため行政と民間事業者等との連携体制を構築することも重要な

課題となっています。

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるように，支えあい活動を一層推進しま

す。また，地域住民や地域団体だけでなく，地域に関わるNPOや民間事業者を含めた

多様な活動主体が連携し，地域課題の解決に向けて活動できる体制づくりを進めます。

第７期 ⽅向性
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○地域の中で安心して生活できていると感じている人の割合

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

％ — — ８０.0

※２０１７年度（平成29年度）内に調査を行う予定です。

○地域での支えあい活動の推進と

相談体制の充実

生活支援サービスの提供体制の構築

地域での見守り活動の充実

地域での相談体制の整備

コミュニティカフェ事業への支援

重点施策 主 取 組 



58

1 生活支援サービスの提供体制の構築

事業名 地域の支えあいの推進

内 容 各コミュニティエリアで開催する「支えあい会議」を通して，会議に参

加する多様な関係者の連携や地域の支えあい活動の拡充を図ります。この

取り組みを推進・支援するために，各地域に配置した「地域支えあい推進

員（生活支援コーディネーター）」が，支えあい会議の運営，地域資源の

開発やそのネットワーク化を担います。

また，市域では，「地域支えあい推進協議会」を中心に，柏市の支えあ

い活動の支援体制や推進策等の評価見直しを行います。

・生活支援体制整備事業（介護保険・地域支援事業）の実施

・介護予防・生活支援サービス事業

・フレイル予防事業の拡充

●たすけあい活動団体数

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

か所（小圏域内） 41 53 65

か所（市域） 14 14 15

※参考 2016年度（平成 28年度） 27か所（小圏域内）

13か所（市域）

●通いの場の数（週一型・常設型）

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

か所 21 26 31

※参考 2016年度（平成 28年度） 19か所

（支えあい会議の様子）
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事業名 生活支援サービスの提供体制の構築

内 容 地域の実情に応じた多様なサービスを提供することにより，要支援者及

びサービス事業対象者が自分らしくいきいきとした生活が送れるよう支援

します。

また，高齢者がサービスの担い手として活躍することにより，高齢者自

身のフレイル予防と自立支援を推進します。

・訪問型生活支援サポーター養成研修の開催

・たすけあい（住民主体の訪問型サービス）活動運営費補助

●訪問型生活支援サポーター数（累計）

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

人数 270 310 350

※参考 2016年度（平成 28年度） 178人

※参考 2016年度（平成 28年度） 12,637 件

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

件 17,000 19,４00 22,300

●たすけあい活動の延べ利用件数
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２ コミュニティカフェ事業への支援

事業名 通いの場・ふれあいサロン活動の支援

内 容 コミュニティカフェなどの通いの場やサロン活動に対して，住民主体に

よる事業運営ができるよう，地域や社会福祉協議会との連携を通じ，経営

基盤への支援や運営ノウハウ・人材育成等の講座を行い，身近な地域での

居場所や多世代交流の場づくりを進め，介護予防や健康増進を図ります。

・ふれあいサロンの運営支援

・通いの場運営費補助

・運営事業等のためのセミナー開催，人材養成

・フレイル予防事業の拡充

・介護支援サポーター事業

・多世代交流事業

●通いの場の数（週一型・常設型）

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

か所 21 26 31

※参考 2016年度（平成 28年度） 19か所

※参考 2016年度（平成 28年度） 189か所

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

か所 195 200 205

●ふれあいサロン数（保険加入／高齢者参加対象）
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３ 地域での相談体制の整備

事業名 地域いきいきセンター整備事業

内 容 地域での身近な相談窓口として，柏市社会福祉協議会が市内５か所に地

域いきいきセンターを開設しています。

高齢者の困りごとなど，住民の相談を受けながら，地域の生活課題を解

決するために，各地域への働きかけや活動支援を行っています。

地域包括支援センターをはじめとする専門機関や，ふるさと協議会や町

会・自治会等の地域組織と連携しながら，相談支援，地域づくりを推進し

ます。

第７期では，いきいきセンターの未設置地域に，整備を進めていきま

す。

・地域いきいきセンター設置地域

風早南部地域

松葉町地域

光ケ丘地域

豊四季台地域

富勢地域

指 標 ●地域いきいきセンターの設置か所数

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

か所 5 6 7

※参考 2016年度（平成 28年度） 4か所
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４ 地域でのefり活動の充g

事業名 柏市防災福祉Ｋ－Ｎｅｔ事業

内 容 災害時にひとりで避難することが困難なかた（避難行動要支援者）が住

んでいることを，地域（町会・自治会・区等）のかたに知っていただき，

災害発生時に安否の確認等の支援に協力いただく制度です。

登録をされたかたには，医療情報等を記載し保管しておく「救急医療情

報キット」を配付しています。

・柏市防災福祉Ｋ－Ｎｅｔの支援体制の構築

・｢救急医療情報キット｣の配布

・｢防災カード｣の配布

・特別養護老人ホーム等との協定による福祉避難所の確保

●避難行動要支援者名簿受領町会数

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

町会 255 260 265

※参考 2016年度（平成 28年度） 239町会

●支援体制構築済み町会数

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

町会 125 130 135

※参考 2016年度（平成 28年度） 90町会
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事業名 見守りネットワーク事業の実施

内 容 配食サービス事業者，電気・ガスなどのライフライン事業者，郵便事業

者，配置薬宅配業者及びコンビニエンスストア等と協定を締結し，各事業

者が，日常の業務活動の中で，市民の「異変」を発見した際に柏市へ通報

するものです。

民間事業者との連携により孤独死等の未然防止に努めながら，必要に応

じ適切な福祉サービスにつなげていきます。

・見守りネットワーク事業

●協定締結事業者数

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

事業者 17 19 21

※参考 2016年度（平成 28年度） 15事業者

●通報件数

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

件 20 30 30

※参考 2016年度（平成 28年度） 13件
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第２節 在宅医療 介護 連携 推進

地域包括ケアシステムは，高齢者が病気を抱えていても，要介護状態となっても，

住み慣れた地域でその人らしく，望む暮らしが継続できるよう，日常生活圏域での医

療と介護が連携した包括的・継続的なケアの提供をめざすものです。しかし，重度に

なっても在宅で暮らし続けるためには，介護だけでなく，在宅医療の提供が必要です。

そのため，医療と介護の連携体制の構築を図る必要があります。

本市では，今後急速に進展する高齢化に対応するために，2010 年度（平成２２年

度）から関係団体との協議を開始し，在宅医療を推進するための体制整備や仕組みづ

くりを全国に先駆けて具体的に進めてきました。

この結果，在宅療養支援診療所は14か所（2010年（平成２２年））から32か所

（2017年（平成29年），訪問看護ステーション数も11か所（2011年（平成23

年））から27か所（2017年（平成29年））に増加し，市内診療所が柏市民を自宅

で看取った数も，47 件（2010 年度（平成 22 年度））から 209 件（2016 年度

（平成28年度））に達しました。

また，2014年（平成26年）4月には，地域医療の推進と多職種連携の中核拠点と

して「柏地域医療連携センター」を市直営として設置し，在宅医療に対する相談・啓

発，在宅医療が必要なかたへの調整支援を開始しました。

このような柏市の取り組みは，2015 年度（平成 27 年度）の介護保険法の改正に

反映され，全国の自治体でも在宅医療・介護連携推進事業を実施することとなりまし

た。

一方で，高齢化に伴う訪問診療ニーズの増加が見込まれる中，在宅医療に取り組む

医師数の伸び悩みや小規模な訪問看護ステーションが多い現状，また，在宅医療に関

する市民の認知度が低いこと等，新たな課題に対応するとともに，在宅医療・介護連

携の一体的な評価体制を構築することが求められています。

これらの課題に対応するため，在宅医療に参入する医師を更に増やすための取り組

みや，訪問看護ステーションの基盤強化，多職種連携の質の向上を目的とした研修会

を開催する等，医療・介護の関係団体と連携・協力しながら，在宅医療推進体制のさ

らなる構築を進めるとともに，市民が在宅医療をイメージしやすいような情報発信に

取り組む必要があります。

現状 課題
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在宅医療・介護多職種連携体制・ルールの構築に加えて，在宅医療の普及と定着，

質や機能の向上・強化を図ります。

また，在宅医療の認知度・安心感の向上を図り，市民が望む療養生活の選択肢のひ

とつとして考えられるように，多面的な啓発活動を進めていきます。

○ 在宅医療を受けている（いた）利用者・家族の満足度

※第７期中に基準となる値を調査する予定です。

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

％ － ８０.0

指標

○在宅医療･介護の連携の推進

地域医療拠点（柏地域医療連携センター）の運営

在宅医療・介護多職種連携の推進

地域住民への普及啓発

重点施策 主 取 組 

第７期 ⽅向性
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１ 地域hijklm地域hinoセンターpの運営

事業名 在宅医療・在宅療養に関する相談・調整支援

内 容 在宅医療・在宅療養を推進する地域医療拠点として，次の業務を行って

います。

①在宅医療・在宅療養に関する相談

②在宅医療が必要なかたへの調整支援

・在宅主治医・副主治医がいない場合の調整

・必要に応じた多職種（歯科医師，薬剤師，訪問看護師，リハビリ職，

管理栄養士等）の調整

③在宅医療や在宅療養に関する市民への啓発

④在宅医療・介護に関する多職種連携を強化する取り組み

・在宅医療・在宅療養に関する相談対応

・コーディネート等の調整支援

●相談件数（実人数）

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

件 560 590 620

※参考 2016年度（平成 28年度） 537件

主な取り組み
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２ qrhi・stuvwnoの推進

事業名 在宅医療・介護多職種連携の推進

内 容 柏市の医療・介護関係者及び地域住民組織の代表者から構成する「在宅

医療・介護多職種連携協議会」を組織し，また，在宅医療・介護連携に関

する会議や研修を開催し，多職種連携の定着・拡大を図ります。さらに，

ＩＣＴ（情報共有）システムを活用した多職種連携を推進します。

○多職種連携推進のための研修

・在宅医療多職種研修会・顔の見える関係会議

○情報共有システムの利活用

●研修参加者数・回数

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

回 6 6 6

人 800 800 800

※参考 2016年度（平成 28年度） 10回，1171人

●ICT 利用症例数

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

症例 100 105 110

※参考 2016年度（平成 28年度） 74症例



69

事業名 在宅医療推進体制の強化

内 容 在宅医療の普及と定着，質や機能の向上のために，24時間365日を支

える主治医・副主治医制の機能強化や訪問看護ステーションの基盤強化等

の在宅医療推進体制のさらなる構築については，関係団体と協力しながら

進めていきます。

①主治医・副主治医の機能強化

・在宅医療を担う医師の増加

・主治医・副主治医制と訪問看護ステーションとの連携の仕組みづくり

②訪問看護ステーションの基盤強化

・訪問看護ステーションに従事する看護師の増加

・訪問看護ステーションの大規模化への支援

●利用者・家族の満足度

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

％ - 増加

※第７期中に基準となる値を調査する予定です。

●住み慣れた場所での看取りの割合

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

％ － － 20.0

※参考 2016年度（平成 28年度） 15.4％
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３ 地域xyへのz{|}

事業名 在宅医療見える化プロジェクト

内 容 市民が在宅医療をイメージしやすいような情報発信に取り組み，在宅医

療に関する不安や疑問を解消し，在宅医療の認知度・安心感の向上を図る

ことにより，市民が望む療養生活の選択肢のひとつとして在宅医療を考え

られるように，多面的な啓発活動を進めていきます。

①市民への啓発・情報発信

・在宅医療情報誌「わがや」の発行

・各地域での出前講座の開催

②在宅医療・介護の取り組み成果の見える化

・HP等による情報提供

●在宅医療の認知度

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

％ - 増加

※第７期中に基準となる値を調査する予定です。

「総合特区法に基づく特例措置による訪問リハビリテーション等」

柏市では，2013年（平成25年）に総合特別区域法に基づく総合特

別区域計画の認定を受けたことにより，介護保険法の訪問リハビリテー

ション，歯科衛生士等居宅療養管理指導について，病院（歯科医院）

等，医療機関（歯科医療機関）に属さなくても医師の指示（歯科は雇用

契約が必要）によりサービスを提供することが可能となりました。これ

までに，訪問リハビリテーション事業所４か所，歯科衛生士事務所１か

所より，「生活リハビリの適切･効果的な提供」及び「在宅療養者の食

支援の実施」を推進することによって，在宅でのリハビリや口腔ケアが

必要な人へのアクセスが向上しました。

今後は，これまで蓄積してきた在宅ケアのノウハウを活かし，リハビ

リ，歯科，栄養が一体的にサービスを提供できる体制の整備を関係団体

とともに構築していきます。
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○在宅医療ニーズの推計と在宅医療の確保

本市において，2016年度（平成2８年度）に在宅医療（訪問診療）を受けた患

者数は毎月約 2,000 人でした（後期高齢者医療／国民健康保険レセプト実績よ

り）。2012 年度（平成２４年度）では毎月約1,300人であったことから，４年

間で約７００人増加したことになり，2012年度（平成２４年度）に算出した推計

値を上回ります。在宅医療が必要な患者は，高齢化等の進展に伴い，今後も継続的

に増加することが予想されます。

在宅医療の需要増加は，人口高齢化に伴って訪問診療を受ける患者数が増えるこ

とに伴うものに加えて，入院患者の一部が在宅療養に移行して生じるもの，などの

総体として考えることができます。2017年度（平成２９年度）に改めて行った推

計によると，第 7期の計画期間の最終年度である2020 年度（平成 32年）時点

で，2016 年度（平成 2８年度）と比べ，約 800 人強の需要増加が見込まれま

す。引き続き，医療・介護連携の推進施策を着実に実行していくとともに，在宅医

療を担う専門職の計画的な確保に努めます。
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第３節 地域包括⽀援     機能強化

本市では現在，日常生活圏域を基本に１１か所の地域包括支援センターを設置し，

高齢者の相談支援，介護予防ケアマネジメント，包括的・継続的ケアマネジメント，

権利擁護の活動を実施しています。

2014 年（平成 26 年）から 2017 年（平成 29 年）の 3 年間で，高齢者数は

10,057 人増加しました。団塊の世代を中心とした後期高齢者の増加に伴い，センタ

ーにおける相談件数や利用者支援件数は年々増加し，複合的な課題を抱える支援の必

要な人が増加すると予想され，地域ケア会議，地域包括ネットワーク会議等を通じた

関係機関・団体等との連携の中核としての役割が期待されています。

また，各センターに配置された認知症地域支援推進員を中心とした認知症の相談支

援や普及啓発，地域ぐるみのフレイル予防の推進，介護者への支援等，センターに求

められる役割は多様化しており，センター職員の対応力や調整力の向上が求められて

います。

本市は当初，直営の地域包括支援センター１か所の体制から出発し，民間事業者の

専門職を受入れ人材育成を図りながら，徐々に委託型の地域包括支援センターの体制

に移行してきました。委託後も，市の所管課とセンターとは，高齢者の情報システム

を結び，随時連携して高齢者の支援を行ってきましたが，地域包括支援センターに期

待される役割に対応するため，市の所管課が基幹的な機能を果たし，センター間の連

携や研修等による後方支援体制を充実することが求められています。

また，第５期からスタートしたセンターの評価機能を強化・充実させることによる，

サービスの質の向上と効果的な運営等がますます重要となります。

高齢者の増加に伴う，複合的・多種多様な課題に適切に対応し，地域の関係機関と

のネットワークの構築を図ることができるよう，後方支援体制を充実し地域包括支援

センターの機能を強化します。

現状 課題

第７期 ⽅向性
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○地域包括支援センターの相談や問い合わせへの対応満足度

※2017年度（平成２9年度）は87.2％（地域包括支援センター利用者・関係機関ア

ンケート調査より）

単位 2018年度 2019年度 2020年度

％ 88.0 90.0 92.0

指標

○地域包括支援センターの機能強化

総合相談支援機能の充実

地域ケア会議の推進

地域包括支援センターの増設

地域包括支援センターの活動評価

重点施策 主 取 組 
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１ ~�相談支援��の充g

事業名 総合相談支援機能の充実

内 容 地域ケア会議，認知症施策，フレイル予防の推進等，多機能化している

センター業務が適切に遂行できる実施体制と資質向上に努めます。

市においても基幹的な機能を備え，センター間の連携や研修等による市

の後方支援体制の充実を図ります。

また，介護を抱えている家族が仕事と介護を両立できるよう，土・日・

祝日等における相談体制の充実を図ります。

・総合相談支援業務

・介護予防ケアマネジメント業務

・包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

・権利擁護業務

・認知症総合支援

・フレイル予防の推進

●相談件数（実件数）

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

件 9,500 10,000 10,500

※参考 2016年度（平成 28年度） 28,356 件 （延べ件数）

主な取り組み
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２ 地域�ア��の推進

事業名 地域ケア会議の推進

内 容 高齢者が安心して生活できるように，多職種協働により，個別課題の解

決や自立支援・重度化防止のためのケアマネジメントを推進していきま

す。

また，これらを通して地域課題を把握し，地域関係者と情報共有や地域

における対応策を検討するとともに，柏市としての政策課題と認められた

地域課題については地域包括支援センター運営協議会において対応策を検

討していきます。

・地域ケア個別会議の開催

・介護予防のための個別会議の開催

・地域ケア推進会議の開催

●地域ケア会議の開催回数

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

回 74 80 88

※参考 2016年度（平成 28年度） 36回
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３ 地域��支援センターの��

事業名 地域包括支援センターの増設

内 容 地域包括支援センターは，日常生活圏域ごとに設置していますが，高齢

者人口及び認知症高齢者の増加に対応し，市内２０の小圏域を，１つ又は

複数担当しています。今後，他の地域に比較し高齢者人口が多い，柏北部

及び沼南地域の増設等を進めます。なお，増設にあたっては，ブランチ方

式（※）等，様々な方式を検討します。

※ブランチ方式とは，利用者の利便性を考慮し，センターにつなぐための

窓口として，センターの他に窓口を設置する方式。

柏北部地域包括⽀援    
柏市⼗余⼆　363-15

北柏地域包括⽀援    
柏市布施　1-3　介護⽼⼈保健施設はみんぐ内

柏⻄⼝地域包括⽀援    
柏市豊四季台　1-3-1

光 丘地域包括⽀援    
柏市今⾕南町　4-20

沼南地域包括⽀援    
柏市⾵早　1-2-2　沼南社会福祉センター内

柏南部地域包括⽀援    
柏市南増ĭ　58-3　Įフレッįュプラİ柏内

柏東⼝第2地域包括⽀援    
柏市ıĲ　2-9-12　ĮッĳĴĵスĶķĸ

柏南部第2地域包括⽀援    
柏市増ĭ台　3-8-51　もりĹビル102ķ

北柏第2地域包括⽀援    
柏市ĺĻ台　2-3　ļラージュ柏2Ľ

柏⻄⼝第2地域包括⽀援    
柏市豊町　2-5-25　イľンļール柏3Ľ

柏東⼝地域包括⽀援    
柏市Ŀ上町　2-6　ŀĺŁンįłン１Ľ

北柏

柏 葉
     

柏   

柏豊四季

南柏

新柏

増尾

逆井

高柳

●地域包括支援センターの設置数

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

か所 11 13 13

※参考 2016年度（平成 28年度） 9か所
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４ 地域��支援センターの活動��

事業名 地域包括支援センターの活動評価

内 容 地域包括支援センターが，より充実した機能を果たしていくため，柏市

地域包括支援センター運営協議会等による継続的な評価，点検を実施しま

す。

・地域包括支援センター事業評価の実施

・柏市地域包括支援センター運営協議会の開催

指 標 ●柏市地域包括支援センター運営協議会の開催状況

※参考 2016年度（平成 28年度） 実施

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

実施状況 実施 実施 実施
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第４節 認知症施策 推進

国では，2013 年度（平成 25年度）に「認知症施策推進 5ヵ年計画（オレンジプ

ラン）」を策定し，さらに2015 年（平成 27年）1月に「認知症施策推進総合戦略

～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～（新オレンジプラン）」を公表し

ました。それを受け，本市では 2015 年（平成 27年）に「かしわ認知症オレンジ構

想」を策定し，認知症になっても住み慣れた地域で尊厳を持ち安心して生活できるよ

う各種の取り組みを進めています。

本市ではこれまで，医療・介護の専門機関や当事者団体で構成する「認知症にやさ

しいまちづくり会議」を推進母体として，認知症の正しい知識と理解を深めるための

普及・啓発に努めてきました。また，認知症の早期発見・早期治療への支援策として

認知症初期集中支援チームを設置するとともに，認知症地域支援推進員を地域包括支

援センターに配置して医療・介護の関係機関との切れ目のない支援を行えるよう連携

体制を強化してきました。

また，これまでに２万人を超える市民等が認知症サポーター養成講座を受講し，認

知症介護者交流会や認知症カフェ，はいかい高齢者等 SOSネットワークや市民後見人

の養成等，認知症の人を地域で支える取り組みを進めてきました。

しかし，初期の認知症や周辺症状が著しい認知症の支援については，さらに専門的

な支援体制の確立が求められています。2017 年（平成 29 年）における認知症の疑

いのあるかた（介護保険認定を受けている認知症自立度Ⅱa以上のかた）は8,166 人

で，高齢者人口の7.8%となっており，年々増加していることから，相談支援体制の強

化は課題です。「かしわ認知症オレンジ構想」で示した各種の施策を推進し，認知症

になっても，その人が持っている力を活かしながら，関係機関や地域への支援により，

その人らしく暮らすことが出来る地域づくりを推進する必要があります。

認知症になっても安心してその人らしく暮らすことができるように，相談支援体制

を充実すると共に，地域での見守り体制の構築や啓発活動の推進を図ります。

現状 課題

第７期 ⽅向性



79

○認知症の相談先を知っている人の割合

※第7期中に基準となる値を調査する予定です。

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

％ — —

指標

○認知症施策の推進

認知症の正しい知識と理解の普及・啓発

認知症の人と家族への支援

地域における認知症の人への見守り

認知症の早期発見・早期対応と相談支援体制の充実

重点施策 主 取 組 
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１ ���の��い���理�のz{・|}

事業名 認知症理解のための普及・啓発

内 容 認知症の状態や進行に応じて利用できるサービスの道すじを示した「か

しわ認知症オレンジパス」を活用し，認知症の正しい知識やケアの普及啓

発を図ります。また，世界アルツハイマーデー啓発活動や講演会等によ

り，市民への啓発に努めます。

・かしわ認知症オレンジパスによる普及啓発

・世界アルツハイマーデー啓発イベントの開催

・講演会の開催

●かしわ認知症オレンジパスの配布（累計）

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

部 13,500 16,000 18,500

※参考 2016年度（平成 28年度） 8,340部

●世界アルツハイマーデー啓発イベントの開催状況

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

実施状況 実施 実施 実施

※参考 2016年度（平成 28年度） 実施

「認知症にやさしいまち柏」の構築

のために，認知症施策を推進する，医

療・介護の専門職や認知症の家族会，

学識経験者等により構成する協議体で

す。「かしわ認知症オレンジ構想」に

基づく各種事業の推進や関係機関の連

携，及びその評価検討を行います。

認知症にやさしいまちづくり会議

認知症にやさしい

まちづくり会議

主な取り組み
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事業名 認知症サポーターキャラバン事業の充実

内 容 認知症サポーター養成講座を市民，民間企業，学生等に対して実施し，

認知症を正しく理解した応援者を増やします。また，認知症地域支援推進

員と連携し，認知症サポーターの中でボランティアを行うかしわオレンジ

フレンズを育成し，地域活動の支援を行います。

・認知症サポーター養成講座

・かしわオレンジフレンズの育成と活動支援

●認知症サポーター養成講座受講者数（累計）

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

人 25,000 28,500 32,000

※参考 2016年度（平成 28年度） 18,645 人

●かしわオレンジフレンズの活動者数

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

人 80 100 120

※参考 2016年度（平成 28年度） 65人

国の「認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～

（新オレンジプラン）」（平成２７年１月）を受けて，「認知症にやさしいまち・柏」

を目指す指針とするもの

構想の期間:平成２７年度～平成３７年度

新オレンジプラン かしわ認知症オレンジ構想

認知症への理解を深めるための普及・啓

発の推進
認知症理解のための普及啓発

認知症の人の介護者への支援 認知症の人と家族への支援

認知症の人を含む高齢者にやさしい地域

づくりの推進
地域の見守り

認知症の容態に応じた適時・適切な医

療・介護等の提供
早期発見・早期対応

認知症の予防，診断等の研究開発等 早期診断と適切な医療・ケア

若年性認知症施策の強化

認知症の人やその家族の視点の重視
全ての柱に反映させる

かしわ認知症オレンジ構想（2015年（平成27年）9月）
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２ ���の人���への支援

事業名 認知症の人と家族への支援

内 容 認知症の人の気持ちに寄り添うとともに，地域において，本人や家族等

の当事者同士の情報共有や互いに理解しあう機会を充実させることで，精

神的・身体的負担の軽減を図ります。

・かしわオレンジ介護者交流会の開催と活動支援

・かしわオレンジホッとカフェ（認知症カフェ）の開催・支援

・かしわ認知症対応ガイドブックの活用

●かしわオレンジ介護者交流会やかしわオレンジホッとカフェ（認知症カ

フェ）の開催

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

回 55 60 65

※参考 2016年度（平成 28年度） 54回

●かしわ認知症対応ガイドブックの配布（累計）

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

部 9,000 13,000 17,000

※2017年度（平成29年度）から作成

カシワニ(柏市のマスコットキャラクター)に認知症サポーターの証であるオレンジリングの追加デ

ザインにより，各種啓発活動を行っています。

＜使用の例＞

（認知症カフェの様子）

認知症にやさしいまち・柏をめざして

●認知症相談用卓上のぼり旗

●ステッカー（A5ｻｲｽﾞ）
（認知症サポーターのいる店）

●ケアラーカード

●認知症ミニパス
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３ 地域���る���の人へのefり

事業名 地域における認知症の人への見守り

内 容 認知症になっても安心して住み慣れた地域で生活ができるように，地域

包括支援センターに配置した認知症地域支援推進員やかしわオレンジフレ

ンズが，関係機関と連携して認知症の人やその家族を見守る地域づくりを

推進します。

・かしわオレンジ SOSネットワーク事業

・はいかい高齢者等みまもりシステムの推進

・はいかい模擬訓練の実施

●捜索支援アプリ協力者（累計）

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

人 2,000 2,500 3,000

※２０１７年度（平成 29年度）から事業を開始

●はいかい模擬訓練

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

回 11 11 13

※参考 2016年度（平成 28年度） 1回

（はいかい訓練の様子）
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４ ���の��}e・�����相談支援体制の充g

事業名 認知症初期集中支援推進事業の推進

内 容 認知症が疑われる人や認知症の人とその家族に対し，医療や介護の専門

職であるチーム員が関係機関と連携して支援し，適切な医療や介護サービ

スにつなげることで，より良い生活環境や日常生活の自立を支援します。

・認知症初期集中支援チームによる支援

●認知症初期集中支援チームによる支援者件数

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

件 15 18 21

※参考 2016年度（平成 28年度） 5件

事業名 認知症地域支援推進員による相談支援体制の充実

内 容 地域包括支援センターに配置した認知症地域支援推進員を中心に，本

人・家族・関係機関等からの相談機能を充実させるとともに，認知症初期

集中支援チームや地域ケア会議等と連動した切れ目のない相談支援体制を

構築します。

・認知症相談支援体制の充実

●認知症相談件数（※実件数）

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

件 680 730 780

※参考 2016年度（平成 28年度） 1,789件（※延べ件数）
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認知症疾患に関する鑑別診断，周辺症状と身体合併症に対する急性期治

療，専門医療相談等の実施や地域保健医療・介護関係者への研修等を行い，

地域における認知症の進行予防から地域生活の維持まで必要な医療を提供で

きる機能体制の構築を図ることを目的とし，都道府県や政令指定都市が指定

するものです。

事業名 適切な医療・ケア体制の推進

内 容

指 標

認知症になっても医療・介護サービスを利用しながら地域で生活してい

くことができるよう，千葉県が指定した認知症疾患医療センターとの協働

による研修会を行うとともに，柏市医師会や柏歯科医師会等の関係機関と

連携しながら医療・介護の多職種による認知症の医療・ケアの推進を図り

ます。

・認知症疾患医療センター等の関係機関との協働による研修会の実施

●講習会・研修会実施回数

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

回 1 1 1

※参考 2016年度（平成 28年度） 4回

「認知症疾患医療センター」とは



86

第５節 権利擁護 充実

高齢者虐待防止法が2006 年（平成 18年）に施行され 10年を越えましたが，高

齢者虐待の件数は全国で養護者によるものが１５，９７６件（2016 年（平成２８年

度））となっています。

本市では，2016 年（平成２８年度）に高齢者虐待として把握している件数は３３

件あり，そのうち被虐待者が認知症の症状を有するケースが１８件あります。また，

被虐待者との関係では，子による虐待が２４件となっており，高齢者虐待に認知症や

家族の介護負担が大きく関係していることが示唆されています。

これまでに高齢者虐待の予防と早期発見のために，「柏市高齢者権利擁護ネットワ

ーク」を活用して関係専門機関等との支援ネットワークを構築し，高齢者虐待の早期

発見・早期対応の取り組みを行ってきました。

また，柏市社会福祉協議会では，心身の状態により適切なサービスの利用手続きや

財産管理ができない人を支援する福祉サービス利用援助事業の取り組みとともに，

「かしわ福祉権利擁護センター」を設置し，成年後見制度の普及啓発や市民後見人養

成講座の取り組みを行っています。

さらに，ひとり暮らしや日中の独居の高齢者が増えるなかで，高齢者を狙った電話

勧誘や訪問販売などの巧妙な悪質商法，振り込め詐欺などが増えています。特にスマ

ートフォンの普及によりインターネット関連トラブルの問い合わせが増えています。

市民が多額の被害を受けており，消費者トラブルを未然に防止したり解決していくた

めの啓発や施策が一層必要となっています。

高齢者の権利を守り，いつまでもその人らしく生活できるように，安心して相談で

きる体制の充実や，関係機関の連携を強化します。

第７期 ⽅向性
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○成年後見制度を知っている人の割合

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

％ － 増加

※第7期中に基準となる値を調査する予定です。

○権利擁護の充実

高齢者虐待防止の相談支援

成年後見制度の普及啓発

振り込め詐欺や消費者トラブルの未然防止

重点施策 主 取 組 
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１ 高齢者��防�の相談支援

事業名 高齢者虐待防止の普及啓発・相談体制の整備

内 容 高齢者虐待の早期発見のために，柏市高齢者権利擁護ネットワークを活

用した連携強化や高齢者本人の在宅生活を支援する関係機関に対する研修

会等を開催します。

また，地域の相談窓口である地域包括支援センターが虐待通報の窓口と

して初期対応を実施するとともに，必要に応じ高齢者虐待防止法に基づく

老人福祉施設への一時保護等，適切に対応します。

・柏市高齢者権利擁護ネットワーク運営会議の開催

・地域包括支援センターでの相談・対応

・高齢者緊急一時保護事業

指 標 ●高齢者の権利擁護に関する講演会や研修会の参加人数

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

人 220 240 260

※参考 2016年度（平成 28年度） 128人

●権利擁護に関する相談件数（※実件数）

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

件 500 550 600

※参考 2016年度（平成 28年度） 4,020件（累計）



89

２ � ¡e制¢のz{|}

事業名 成年後見制度の普及啓発

内 容 認知症等の理由で判断能力が低下した人の権利を守り，地域で安心して

生活ができるよう成年後見制度の普及啓発を図るとともに，成年後見制度

の利用を促進するため，柏市の成年後見制度利用促進基本計画の策定に向

けた関係機関との協議を進めます。

また，市民後見人の養成及び活動支援に取り組みます。

・成年後見制度に関する相談

・市民後見人の育成，活動支援

・柏市の成年後見制度利用促進基本計画の策定

●成年後見に関する相談件数

指 標

※参考 2016年度（平成 28年度） 658件

●市民後見人の受任件数

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

件 2 4 6

※参考 2016年度（平成 28年度） ０件

●成年後見制度を利用している高齢者数

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

人 １２０ １６０ ２００

※参考 2016年度（平成 28年度） 97人

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

件 660 690 715
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『成年後見制度』とは，認知症や精神障害，知的障害などによって物事を判断する能

力が十分でないかたについて，本人の権利を守る援助者を選ぶことで，本人を法律的

に支援する制度で，次の２種類があります。

【判断能力が不十分になる前に】

本人の判断力があるうちに，将来の判断能力の低下に備え，任意後見人となる人と

支援してもらう内容について契約し，公証役場で公正証書を作成しておきます。

実際に本人の判断能力が不十分になったときに，家庭裁判所が選任する任意後見監

督人のもとで任意後見人による支援を受ける制度です。

【判断能力が不十分になってから】

本人の判断能力が不十分な状態にある場合に，本人または配偶者，四親等以内の親

族や市町村長等の申立てによって，家庭裁判所が適任と認める人を本人の支援者（成

年後見人・保佐人・補助人）に選任する制度です。

また，支援者を監督する監督人が選任されることもあります。

成年後見制度  

任 意 後 見 制 度

法 定 後 見 制 度
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３ £り¤¥¦§¨©ª者トラ«ルの¬防�

事業名 振り込め詐欺や消費者トラブルの未然防止

内 容 ・消費生活センターにおいて，消費者トラブル等に遭ったかたへ，消費生

活相談員による相談を実施します。

・寄せられた相談内容を分析し，消費者トラブル防止に関する情報を市民

に迅速に伝えます（消費生活コーディネーターを通じての地域への啓発，

チラシ・HP等による情報提供等）。

・消費生活コーディネーター及び地域包括支援センター等，関連団体との

連携強化による高齢者見守り体制の構築に努めます。

・消費生活相談の実施

・消費生活センターの業務内容を紹介するリーフレットの配布

・広報かしわ・ＨＰ等各種情報媒体を通じてのＰＲ

・消費生活コーディネーター及び地域包括支援センター等，関連団体との

連携強化による高齢者見守り体制の構築

・地域・町会サロン等の消費者講座の開催

●６０歳以上の高齢者からの消費生活相談件数

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

件 1,350 1,350 1,350

※参考 2016年度（平成 28年度） 1,251件

●防犯講習会実施回数

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

回 40 40 40

※参考 2016年度（平成 28年度） 36回
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第１節 介護     基盤 整備

本市の要介護認定者数は2017年（平成２９年）9月末時点で１６,０７５人（認定

率１５.０％）ですが，2025 年度（平成３７年度）には２６,１２３人（認定率２２.

９％）と今後１０年間で６割の増加が見込まれます。特別養護老人ホームの待機者

（入所申込者）は600人を超えていますが，本市の調査によると，およそ４割のかた

ができる限り早い入所を希望されている一方で，待機者（入所申込者）の４割のかた

は，現在の状況が変わるまでは在宅での暮らしを続けたいと希望していることがわか

っています。また，別の調査では，「介護を受けたい場所」として，約半数のかたが

「自宅」等の在宅を希望しています。

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年（平成37年）に向けて，本人が望む暮ら

し方・生き方を実現できるよう，介護の必要性や家族の状況等に応じた，施設サービ

スや在宅での暮らしを支える２４時間対応型の在宅サービスなどが適切に提供される

基盤の整備と，介護人材の確保が課題となっています。

そのため，介護サービス毎に適正な役割分担に基づいて各サービスの必要量を推計

し，施設・居住系・在宅サービスを進めるとともに，中重度の要介護のかたが，可能

な限り在宅生活を継続できるために，２４時間を支える在宅サービスの充実が必要で

す。

また，介護サービスを提供するために必要となる介護人材の確保についても，関係

団体と連携しならが並行して取り組んでいくことが必要です。

中重度の要介護のかたが，可能な限り在宅生活を継続できるために，２４時間を支

える在宅サービスの充実を図ります。

第７期 ⽅向性
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○介護サービスの利用者の満足度

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

％ 増加

※第７期中に基準となる値を調査する予定です。

重点施策 主 取 組 

○介護サービスの基盤の整備

在宅サービスの整備

居住系サービスの整備

施設サービスの整備

在宅福祉サービスの実施

介護人材の確保
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１ qrサービスの整備

事業名 在宅での暮らしを支えるサービスの整備

内 容 高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるよう，在宅サービスの量の

確保を図り，必要なサービスを提供できるよう努めます。（事業量の見込

みについては，第３部を参照）

特に今後，要介護度の高い高齢者が増大することが見込まれることか

ら，中重度の要介護のかたが，可能な限り在宅生活を継続できるために，

２４時間を支える定期巡回随時対応型訪問介護・看護と小規模多機能型居

宅介護又は看護小規模多機能型居宅介護等が密接に連携した「在宅医療・

介護サービス拠点」を日常生活圏域ごとに公募等により整備します。

また，｢在宅医療・介護サービス拠点｣の普及と促進を図るのため，一部

の居宅サービスについて，新規指定の抑制を検討します。

①「在宅医療・介護サービス拠点」の整備

ア 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 １～２か所

イ 小規模多機能型居宅介護（または看護小規模多機能型居宅介護）

１～２か所）

※上記ア，イの整備数は目標値です。

②｢在宅医療・介護サービス拠点｣の普及や促進を図るため，訪問介護，通

所介護等の新規指定の抑制を検討

指 標

●在宅医療・介護サービス拠点の整備

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

か所 2 ３～４ ３～４

※参考 2016年度（平成 28年度） 2か所
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事業名

内 容

多様なサービス等の整備

地域支援事業の介護予防・生活支援サービス事業として，既存の介護サ

ービス事業所によるこれまでの訪問型サービス及び通所型サービスのほ

か，基準を緩和したサービスや，ＮＰＯ・ボランティア等による多様なサ

ービスの増進を図り，高齢者の重度化防止と心身機能の向上に努めます。

第６期で未実施の多様なサービスや介護保険と障害福祉制度に新たに設

けられる共生型サービスなどについて，地域のニーズや実情等に応じて検

討を行います。

介護予防・生活支援サービスの構成例（介護予防・日常生活支援総合事業の

ガイドラインより）

※ 赤で囲った枠は，第６期に開始した事業です。
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２ ®x¯サービスの整備

事業名 居住系サービスの整備

内 容 高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるよう，需給バランスを考慮

しながら，居住系サービスの整備を進めます。（事業量の見込みについて

は第３部を参照）

①認知症対応型共同生活介護（グループホーム）２か所

需給バランスを考慮して，公募により整備を進めます。

②特定施設入居者生活介護

既存施設の利用状況を勘案し，第７期中の整備は行いません。

●グループホームの事業所数・定員数

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

人（定員） 423 441 459

か所 27 28 29

※参考 2016年度（平成 28年度） 423人，27か所

●特定施設入居者生活介護の事業所数・定員数

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

人（定員） 1,000 1,000 1,000

か所 10 10 10

※参考 2016年度（平成 28年度） 955人，10か所
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３ °�サービスの整備

事業名 介護保険施設の整備

内 容 日常生活圏域ごとの整備状況を勘案し，公募等により計画的な整備を進

めます。また，ユニット型施設の整備とともに，市民ニーズの高い従来型

（多床室）施設の整備についても検討を進めます。

①介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）及び地域密着型介護老人福祉

施設（地域密着型特別養護老人）１６０床

②介護老人保健施設

既存施設の利用状況を勘案し，第７期中の整備は行いません。

③介護医療院

第７期中の新たな施設の整備は行いません。

●特別養護老人ホーム及び地域密着型特別養護老人ホームの施設数・整備

床数

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

か所 24 26～27

整備床数 1,515 1,675

※参考 2016年度（平成 28年度） 24か所，1,462床

●介護老人保健施設の施設数・整備床数

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

か所 9 9 9

整備床数 920 920 920

※参考 2016年度（平成 28年度） 8か所，820床

事業名 養護老人ホーム及び軽費老人ホームの活用

内 容 様々な生活環境上の理由により，自宅での生活が困難になった高齢者の

住まいと生活支援を提供するため，養護老人ホームへの入所措置を行いま

す。また，軽費老人ホームへの助成を行い，運営活動を支援していきま

す。

・養護老人ホーム １施設 定員７０人

（実状に応じて定員数に変更が生じる場合があります。）

・軽費老人ホーム ４施設 定員２００人

・養護老人ホームへの入所措置

・軽費老人ホームへの助成
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４ qr福祉サービスのg°

事業名 在宅福祉サービスによる高齢者支援（介護保険外）

内 容 高齢者の在宅生活を支えるため，本市独自で在宅福祉サービスを提供し

ます。

事業名 事業の内容

介護用品（紙おむ

つ）給付

在宅で紙おむつを使用するかたに，月1回自

宅に紙おむつを配達します。

緊急通報サービス 独居の高齢者のかたに，受信センターの相談

員に連絡できる装置を貸し出します。具合が悪

くなり助けを呼びたいときや健康の相談をした

いときに，通報すると受信センターが24時間

対応します。

配食サービス そしゃくが困難なかたが嚥下食（ミキサー

食，ムース食など）の弁当を利用する際に，そ

の費用の一部を助成します。

寝具（ふとん）乾燥

消毒，丸洗い

ふとん干しが困難なかたの自宅に乾燥車が伺

い，ふとん乾燥消毒を行います。また，失禁症

状のある寝たきりや認知症のかたの汚れたふと

んの丸洗いをします。

訪問理髪費助成 在宅で寝たきりのかたが自宅で理髪を受けら

れる際に，その費用の一部を助成します。

送迎費助成 ねたきりの高齢者のかたが医療機関へ通院ま

たは入院する際にストレッチャー装置のワゴン

車を利用した場合の費用の一部を助成します。

はいかい者探索シス

テム

はいかい行動のあるかたが小さな発信機を身

につけて，行方がわからなくなったときに居場

所を案内します。

生活支援短期宿泊費

助成

介護の必要な体調調整や家族の都合で自宅で

過ごすのが難しいときなどに，短期間老人ホー

ム（養護・軽費）に宿泊する費用の一部を助成

します。

要介護高齢者等住宅

改造費補助

高齢者が自宅で安心して生活するため既存の

住宅の改造を行うとき，改造費の一部を補助し

ます。

※サービスの種類により要介護度や所得などの条件があります。
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●サービスの利用件数

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

件 18,000 18,500 19,000

※参考 2016年度（平成 28年度） 17,181 件

●施設入所した人の割合

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

% 3.85 3.83 3.81

※参考 2016年度（平成 28年度） 3.9％

５ st人±の²³

事業名 介護人材の確保

内 容 介護人材の安定的な確保を進めるため，人材不足の実態把握に努めると

ともに，関係団体と連携した既存事業を継続します。更に効果的な取り組

みを研究し，実施を検討します。

また，国や県，関係機関に必要な働きかけを行います。

・関係団体と連携した介護人材確保策の展開

・国・県等への働きかけ

●学生向け介護人材啓発・確保事業「柏の〇（わ）」の参加者数

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

人 45 50 55

※2017年度（平成29年度）より新規実施した事業です。

●「柏市介護のしごと相談会」の来場者数

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

人 40 50 60

※参考 2016年度（平成 28年度） 67人
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第２節 介護保険制度 持続可能性 確保

第 7期の介護保険制度の改正では，第６期で構築したフレイル予防や支えあいを推

進する新しい仕組みの強化や介護給付の適正化をはじめとした，制度の持続可能性を

確保すること，サービスの質の評価や向上へ向けた継続的な取り組みが求められてい

ます。

これまで本市では，ケアプラン点検等の適正化事業，要介護認定の適正実施に向け

た各種研修の他，介護サービス事業所への指導監督体制の強化等に取り組んできまし

た。今後は，介護給付を必要とする受給者の適切な認定と適切なサービスを提供する

体制の強化を図るため，見える化システムを利活用し，給付適正化事業の効果を分

析・評価するなど，本人が望む暮らし方・生き方を実現するために，さらに有効な取

り組みとしていく必要があります。

介護保険データ等の分析や評価等を適切に実施し，高齢者の自立支援と要介護状態

の重度化防止等に取り組みます。

現状 課題

第７期 ⽅向性
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●交付金の割合（適正化の取組に対するインセンティブ）

※国が制度設計を検討中のため第7期中に指標となる値を検討します。

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

※検討 ※検討

指標

○介護保険制度の持続可能性の確保

介護保険事業の適正な運営

介護職・看護職等の資質向上と支援

介護関係団体への支援

重点施策 主 取 組 
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１ st³´事業のµ�¶運営

事業名 介護給付の適正化の推進

内 容 国が定める「「介護給付適正化計画」に関する指針」に基づき千葉県が

策定している「介護給付適正化計画」に沿って，介護給付を必要とする受

給者の認定を迅速かつ適切に実施し，受給者が真に必要とするサービスを

過不足なく適切に提供するよう事業所に促します。

そのことにより，適切なサービスを確保し，その結果として介護に必要

な費用の効率化（適正化）を図ることで，介護保険制度への信頼を高め，

持続可能な介護保険制度の構築につなげていきます。

１ 要介護認定の適正な実施

認定調査員研修や介護認定審査会委員研修を通じ，要介護認定の平準

化・迅速化の取り組みを継続して行います。また，認定申請等の介護保

険サービスの利用に必要な制度について，市民へわかりやすい情報提供

を行います。

２ ケアプラン点検事業

国が定める「ケアプラン点検マニュアル」に沿って，ケアプラン作成

技術の向上を目的としたケアプラン点検事業を継続して行い，適切なサ

ービス提供へのケアマネの資質向上を図ります。

３ 住宅改修等の点検

住宅改修工事着工前の事前協議により工事内容等の点検を行うととも

に，施工状況を確認するなどの取り組みを通じ，必要に応じて助言・指

導を行います。また，ケアマネジャーや施工事業者への研修を通じて適

切な工事を施工するための指導・支援を行います。

４ 縦覧点検及び医療情報との突合

国保連合会が提供する縦覧点検データ及び医療費との突合データを使

用し，不適正な請求について事業所に修正を求める取り組みを継続して

行います。また，誤りの傾向を分析し，集団指導等において周知を図り

ます。

５ 介護給付費通知

受給者に対し，利用した介護サービスの給付状況の一覧表の送付を継

続して行います。利用状況のセルフチェックを促すほか，事業所からの

誤請求の確認を目的としています。

主な取り組み
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●３０日以内に要介護（要支援）認定をする割合

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

％ 60 61 62

※参考 2016年度（平成 28年度） 55.1％

●ケアプラン向上プロジェクト（ケアプラン点検）実施回数

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

件 ３０ ３６ ３６

※参考 2016年度（平成 28年度） 16件

事業名 給付実績の活用

内 容 国保連合会の適正化システムを活用し，市での傾向を把握し，その内容

を集団指導等において周知します。また，データの偏向が強い等，不適正

なケアプランが位置づけられているおそれがある事案について，ケアプラ

ン点検事業や実地指導等への結び付けを行うなど，他の給付適正化事業と

連携して行います。

・適正化システムを活用した給付分析

●点検項目

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

件 1 2 4

※参考 2018年度（平成３０年度）より事業を開始

●再調査となる事業所の割合

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

％ － 減少

※2019年度（平成 31年度）より事業を開始



104

事業名 介護サービス事業所への指導監督

内 容 ・個別指導（実地指導）の実施

介護サービス事業所を個別に訪問し，実地で運営状況及び記録等を確認

して介護保険法等への適合状況を確認します。違反等が認められた場合

は，改善を求め，改善が認められない場合は，改善が認められるまで継続

的な指導を行います。

介護サービス事業所の指定有効期間である６年に１度は，個別指導（実地

指導）を行うことを長期目標として，実地指導の件数を増加させていきま

す。

・集団指導の実施

介護サービス事業所の管理者等を集め，講義形式で介護保険制度の説明

や実地指導の結果に基づく注意喚起等を行う集団指導を毎年度実施しま

す。集団指導は，原則として全ての介護サービス事業所を対象とし，当該

年度に実地指導を実施できない事業所に対しても効果的に指導を行ってい

きます。

●介護サービス事業所実地指導割合（実地指導件数／事業所数）

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

％ 14.45 15 16

※参考 2016年度（平成 28年度） 12.1％

事業名 制度の適切な利用等についての周知啓発

内 容 介護保険の主旨及び適切な利用の普及のために，市民向けパンフレット

等を作成し，６５歳到達時等に対象者へ配布するとともに，市民出前講座

を通して，市民への制度説明に努めます。特に，制度改正の内容について

は，市民や関係者に対して丁寧な説明を行います。

・みんなでささえる介護保険の作成配布

・かしわの介護保険（タブロイド版）の作成・配布

・市民出前講座への講師派遣

●みんなでささえる介護保険の配布数

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

部数 22,500 20,000 20,000

※参考 2016年度（平成 28年度） 22,500 部
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２ stv・·tv等の資¸¹º�支援

事業名 介護職・看護職等の資質の向上

内 容 専門職の技術向上多職種連携を図るため，関係団体と連携した研修会等

の開催と「顔の見える関係会議」等を活用した地域包括ケアの基盤となる

環境整備を行います。

・「顔の見える関係会議」の活用

・介護職員に対する研修会等の実施

・身体拘束の廃止研修の実施

●各団体における研修会実施回数

指 標 単 位 2018年度 2019年度 2020年度

回 95 95 95

※参考 2016年度（平成 28年度） 95回

３ st»¼½体への支援

事業名 介護関係団体への支援

内 容 各種介護サービス事業者専門職等関係団体との連携・情報共有に取組み

ます。また，サービスの質の向上等を目的に，関係団体相互の連携や支援

について検討します。
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第３節 庁内横断的 推進体制 整備

地域包括ケアシステムの実現に向けて，高齢者等が病気や要介護状態になっても地

域で安心して住み続けられるためには，医療・介護・予防・生活支援・住まいなどの

諸機能が整備されているまちをつくる必要があります。

また，地域の中で孤立化を防ぎ，人との交流や社会参加によって虚弱化を防ぐため

に，外出しやすく歩きやすいまちであることも重要な要素です。

これらを実現するためには，日常生活圏域ごとに，在宅医療・介護サービスが24時

間提供できる体制を整えたり，地域で様々な活動に参加できる仕組みづくり，安心し

て住み続けられる住まいの確保，外出を促進するための交通網の整備等，たくさんの

分野が連携して，まちづくりに総合的に取り組む体制を構築することが必要です。

本市では，これまで庁内の各部門と産学が連携して豊四季台団地のまちづくりなど

のハードとソフトの両面からの健康・医療・福祉のまちづくり体制を構築し，東京大

学の協力を得て専門性の高い分析・評価を行ってきました。

今後は，地域の課題を解決するため，民間事業者やNPO 等多様な主体も加えた連携

体制を構築し，いつまでも住み続けることができるまちづくりを進めます。

また，今回の介護保険制度改正では，我が事・丸ごと「地域共生社会」の実現が求

められており，理念の具現化に向けた様々な取り組みについて，2018 年度（平成３

０年度）策定予定の「柏市地域健康福祉計画」との連携を視野に入れ検討を進めます。

計画の理念を実現するために，まちづくり部門等と連携した取り組みを推進します。

第７期 ⽅向性
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●住んでいる地域に愛着があると答える人の割合

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

％ — ８０.0 —

※2016 年度（平成28年度）で「とても愛着がある」「まあ愛着がある」と回答し

た割合は78.2％。（※「健康とくらしの調査」より）

○庁内横断的な推進体制の整備

超高齢社会のまちづくりの推進

都市・交通政策部門との連携

重点施策 主 取 組 
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1 ¾高齢¿�のÀÁづくりの推進

事業名 産官学で取り組む先進的なまちづくり

内 容 2010年（平成22年）より東京大学・ＵＲ都市機構と三者で，豊四季

台団地及びその周辺地域において取り組んできた「柏市豊四季台地域高齢

社会総合研究会」による実証事業の成果を明らかにし，産官学連携で取り

組む持続可能な長寿社会のまちづくりを，市内全域へ展開できるよう，提

言・実践していきます。

指 標

・柏市豊四季台地域高齢社会総合研究会（柏プロジェクト）

・大学との連携による，専門性の高い評価・分析の仕組みの構築

（地域包括ケアアドバイザー，データ分析アドバイザー）

●フレイルを知っている人（浸透度）の割合（健康と暮らしの調査）

※参考 2016年度（平成 28年度） 13.4％

●在宅医療・介護サービス拠点の整備

※参考 2016年度（平成 28年度） ２か所

●たすけあい活動団体数

※参考 2016年度（平成28年度） 27か所（小圏域），13か所（市

域）

●（在宅医療推進体制の強化より再掲）利用者・家族の満足度

※第７期中に基準となる値を調査する予定です。

●生涯現役促進協議会実施事業（セミナー,窓口）利用者満足度

※基準となる値は年度内に検討します。

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

％ － 70 －

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

か所 ２ 3～４ ３～４

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

か所（小圏域） 41 53 65

か所（市域） 14 14 15

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

％ － 増加

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

％ 90 90 90
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柏市豊四季台地域⾼齢社会総合Ńń会　第1フェーŅņら第2フェーŅへ

H22 23 24 25 26 27 28 29

Ň体制・ルールの構築ň

ŇļŉルŊ発ň

Ň調査Ńńň

Ň普及と定ŋŌ質や機能の向上ň

Ň⽣きōい就労のŎ市ŏŊň

Ňフレイルチェックの実Ő・拡ĺ・定ŋň

第1フェーŅ　2010ő2015

在宅
医療

介護
予防

社会
Œœ

住まい

情報共有     構築
　　ŔĶŕを活ŖしŌŗ者のŘřを医療・介護職でŚśしŌ多職種連携を推進

⽣活
⽀援

2Ŝ⼈のŝŞ健康調査
　　　　　　　şフレイル予防プロŠラムŊ発

⽣きōい就労š成

拠点Ţサ⾼住のţŤ

更  在宅医療推進体制 構築
　ťŦ医・ŧťŦ医制の機能Ũ化Ōũ看Ūŕの基ūŨ化

地域⽀ 合 会議設⽴ 運営⽀援

フレイル
チェック事業     予防      2025

拠点型 ⾼住 全市展開
Ň豊四季台ň

ŇŬコミュニティŭĮアň

įルŮー⼈材センターにůるŎ市ŏŊ
セカンŰライフプラットフォーム事業
（ű労Ųļŉル事業第１期）

               事業
（ű労Ųļŉル事業第２期）
Ňそのųの地域ň

市⺠  啓発
　　⺠⽣Ŵŵ等地域住⺠への啓発Ō在宅医療ŘřŶŷŸōやŹの発⾏

在宅医療 ⾏ 医師等 増加及 多職種連携 推進
　　źの⾒える関係会議Ō在宅医療ŃŻのŊż等

在宅医療 対  負担 軽減             構築
　　ťŦ医・ŧťŦ医制度の構築ŌŽžのŮックアップ機能を確保（10Žž会議にて）

柏
地
域
医
療
連
携
 
 
 
 
開
業

柏
地
域
医
療
連
携
 
 
 
 
開
業

多職種連携 質，機能 向上
　ŷŗ者Ō家族の意ſƀ定を⽀えるŹためのプロŠラムのŊ発
　総合ƁƂ事業ƃをƄとしたトータルƅルスケアステーįłンのš設

在宅医療  取 組 成果 ⾒  化
　ŔĶŕįステムņらƆƇしたŗ者・家族のƈ等をƉƊ等にƋƌする
なƍŌ市⺠ō在医療のイƎージをしやすいŘřを発Ə

在宅医療評価指Ɛの設定

在宅医療

事業名 地域の課題を解決するためのネットワークの構築

内 容 第2章第1節「地域での支え合い活動と相談体制の充実」の取り組みを

より効果的に推進するために，豊四季台地域をモデルに，地域の商店や介

護サービス事業者，医療機関等のネットワーク体制を構築するべく，地域

住民の活動を支援するための体制整備に取り組んでいるところです。この

取り組みを通じて，市内各地域の取り組みをバックアップできるような，

多様な主体による連携体制の構築を図ります。

・生活支援体制を整備するための，商業分野，介護サービス事業者，医療

機関との連携

・ふるさと協議会連合会，社会福祉協議会との連携（地域支えあい推進協

議会）

指 標

●支えあい会議（開催回数）

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

回 30～50 30～50 30～5０

※参考 2016年度（平成 28年度） ５８回
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○豊四季台地域支えあい会議で取り組む支え合い体制整備
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事業名 地域共生社会の実現

内 容 第2章第1節「地域での支え合い活動と相談体制の充実」の取り組みを

基盤に，2018年度（平成 30年度）に策定する「地域健康福祉計画」と

緊密な連携のもと，地域住民が身近な地域の課題を「我が事」と捉え，

様々な対象者を「丸ごと」支援するための地域支援体制・相談支援体制整

備を進めていきます。

・「我が事」「丸ごと」に捉えることができるような生活支援体制

・地域健康福祉計画との緊密な連携

指 標 ●地域いきいきセンターの設置数

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

か所 5 6 7

※参考 2016年度（平成 28年度） 4か所
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２ ÂÃ・Ä通ÅÆÇÈ�のno

事業名 住まい・住まい方を支援する体制整備

内 容 高齢者がそれぞれの暮らし向きにあった住まいの選択ができるよう，都

市政策を担当する部門と連携し，高齢者向けの住まいの適切な供給をして

いくとともに，民間賃貸住宅に円滑に入居できるよう，国や県，関係機関

の実施する居住支援制度の情報提供をしていきます。

・高齢者向け住まいの適切な供給

・民間賃貸住宅への円滑な入居の支援相談体制の構築

・空家の利活用に関する情報提供体制の構築

指 標

●高齢者人口に対する高齢者向け住宅等の供給割合

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

% 3％以上 3%以上 3%以上

※参考 2016年度（平成 28年度） 3.2％

※｢老人ホーム（養護・軽費・有料老人ホーム）の定員｣と｢高齢者向け住

宅（シルバーハウジング，サービス付き高齢者向け住宅等）の戸数｣の合

計で算出

事業名 高齢者の外出や社会参加を促進するためのまちづくり

内 容 都市・交通政策を担当する部門との連携を進めることで，拠点へ都市機

能の誘導・集積を図り，利便施設へのアクセス向上を実現し，歩きやすい

まちづくりと高齢者の外出機会の増加が期待されます。

｢柏市立地適正化計画｣では，｢在宅医療・介護サービス拠点｣を位置づけ

る等，まちづくりの関連計画との連携を図っています。

また，交通に関する計画として策定中の｢柏市地域公共交通網形成計画｣

に位置付けられる各種施策（バス路線など公共交通網の再構築，乗継環境

の整備，バリアフリー化の推進）に基づき，交通環境の整備を進めていき

ます。

地域包括ケアシステムの構築に向けて，都市政策・交通政策を担当する

部門との横断的な連携を進めます。

・都市機能の誘導・集積と利便施設へのアクセス向上（都市計画課）

・公共交通の利用環境の向上（交通政策課）
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事業名 最期まで住み続けられるまちづくり

内 容 高齢になっても最期まで可能な限り住み慣れた地域で自分らしい暮らし

を最期まで続けることができるよう，都市政策を担当する部門と連携し，

医療機能や介護福祉機能が適切に提供されるまちづくりを推進していきま

す。

・都市計画マスタープランや柏市立地適正化計画（案）と連携したまちづ

くりの推進

指 標 ●在宅医療・介護サービス拠点の整備

単 位 2018年度 2019年度 2020年度

か所 ２ ３～４ ３～４

※参考 2016年度（平成 28年度） 2か所

○第７期柏市高齢者いきいきプラン２１と他の計画等の連携
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第３部 サービスの事業量等の見込み
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第1章 介護サービスの事業量等の見込みについて

第１節 事業量等⾒込  考 ⽅ 流 
第７期期間（2018年度（平成３０年度）～2020年度（平成３２年度））の介護サ

ービスの事業量等は，以下の流れで算出します。

被保険者数の2015年度（平成２７年度）～2017年度（２９年度）の実績を踏まえ，市

の推計人口に基づき，2018年度（平成３０年度）～2020年度（平成３２年度）の被保険

者数を推計します。

① 被保険者数の推計

（平成２７年度）～2017年度（２９年度）の被保険者数に対する要介護認定者数に

基づき，①で推計した被保険者数を用いて 2018年度（平成３０年度）～2020年度（平

成３２年度）の要介護認定者数を推計します。

② 要介護認定者数の推計

（平成２７年度）～2017 年度（２９年度）の給付実績を踏まえ，見込み量を推計し

ます。また，整備計画に基づいて，利用者数を推計します。

③ 施設・居住系サービス量の見込み

（平成２７年度）～2017 年度（２９年度）の給付実績を踏まえ，見込み量を推計し

ます。また，整備計画に基づいて，利用者数を推計します。

なお，「在宅サービスの対象者」＝「要介護認定者－施設・居住系サービス利用者」

となります。

④ 在宅サービス量の見込み

③及び④のサービス量の見込みをもとに，第７期期間（2018年度（平成３０年度）～

2020年度（平成３２年度））中に必要な介護（予防）給付費等を見込みます。

また，特定入所者介護サービス費（補足給付）等の推計も行い，給付費に加えます。

さらに，地域支援事業についても，制度改正等を踏まえ，事業費を見込みます。

⑤ 介護(予防）給付費等の見込み
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第2節 被保険者数及 要介護認定者 推計
１ 被保険者数の推計

2017年（平成２９年）１０月１日時点における，本市の被保険者数は１０４,６４９人で，高齢

化率は２５.２％です。

第７期（2018年度（平成３０年度）～2020年度（３２年度））計画の最終年には，前期高齢

者と後期高齢者の構成比が逆転する見込みです。また，2025年度（平成３７年度）には，後期高

齢者の構成比は60％になる予測となっています。

図表3-2-1：被保険者数（前期・後期）と高齢化率の推移



118

２ 要介護認定者数の推計

2017年（平成２９年）１０月１日時点における，要介護認定者数は１６,０７５人です。第１号

被保険者数に対する要介護認定者数の出現率は１５.０％となっています。

前期高齢者における出現率と，後期高齢者における出現率を比較すると，後期高齢者の出現率が，

第１号被保険者全体の出現率を押し上げていることがわかります。

出現率は，後期高齢者の認定者数の増加に伴い，第７期（2018年度（平成３０年度）～2020

年度（３２年度））計画の最終年には，１８.２％となり，2025年度（平成３７年度）には，２２.

９％に達するものと見込まれます。

図表3-2-2 要介護（支援）認定者数と要介護度別構成比
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第3節 介護保険     事業量等 ⾒込 
１ 施設・居住系サービス量の見込み

前節の要介護認定者数の見込み及び第 7期の施設整備計画に基づき推計した，本市における各施

設・居住系サービスの利用者数の見込みは以下のとおりです。

数値は，１月あたりの利用人数を示しています。

(1)特定施設入居者生活介護，介護予防特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム等）

（単位：１月あたり 人）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

特定施設
入居者生活介護

559 590 590 590 1,004

介護予防特定施設
入居者生活介護

68 80 80 80 121

(2)認知症対応型共同生活介護，介護予防認知症対応型共同生活介護(グループホーム)

（単位：１月あたり 人，回）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

認知症対応型
共同生活介護

403 403 421 439 643

介護予防認知症対
応型共同生活介護

0 1 1 1 5

(3)地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（地域密着型特別養護老人ホーム）

（単位：１月あたり 人）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

地域密着型介護老
人福祉施設入所者
生活介護

152 152 152 210 262

介護付有料老人ホームなどに入居している高齢者に，日常生活上の支援や介護を提供

します。

認知症高齢者が，共同生活をする住宅で，スタッフの介護を受けながら，食事や入浴

などの介護や支援，機能訓練を受けられます。

定員が２９人以下の小規模な介護老人福祉施設です。食事や入浴，機能訓練などのサ

ービスが受けられます。
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(4)介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

（単位：１月あたり 人）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

介護老人福祉施設 1,277 1,277 1,277 1,327 2,310

(5)介護老人保健施設

（単位：１月あたり 人）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

介護老人保健施設 842 842 842 842 1,414

(6)介護医療院（平成37年度は介護療養型医療施設を含む）

（単位：１月あたり 人）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

介護医療院 0 0 0 0

(7)介護療養型医療施設

（単位：１月あたり 人）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

介護療養型
医療施設

22 21 21 21

寝たきりや認知症で日常生活において常時介護が必要で，自宅では介護が困難なかたが

入所します。食事，入浴，排せつなどの日常生活介護や療養上の世話が受けられます。

症状が安定しているかたに対し，医学的管理のもとで看護，介護，リハビリテーショ

ンを行う施設です。医療上のケアやリハビリテーション，日常的介護を一体的に提供

し，家庭への復帰を支援します。

長期にわたり療養を必要とするかたを対象に，療養上の管理及び看護並びに医学的管

理のもとに，介護や機能訓練及び日常生活上の世話を行い，必要な医療を提供する生

活機能を備えた施設です

長期にわたり療養を必要とするかたを対象に，療養上の管理，看護，医学的管理のも

とにおける介護その他の世話および機能訓練等を行います。
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２ 在宅サービス量の見込み

前節の要介護認定者数の見込みに基づき推計した，本市における各在宅サービスの利用者数の見

込みは以下のとおりです。

数値は１月あたりの利用人数と延べ利用回（日）数を示しています。

(1)訪問介護（ホームヘルプ）

（単位：１月あたり 人，回）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

訪問介護

2,655 2,897 3,187 3,454 4,256

回
数

68,763 77,934 87,313 95,764 115,563

(2)訪問入浴介護，介護予防訪問入浴介護

（単位：１月あたり 人，回）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

訪問入浴介護 209 229 254 271 355

介護予防
訪問入浴介護

0 0 0 0 0

回
数

訪問入浴介護 1,099 1,233 1,360 1,440 1,922

介護予防
訪問入浴介護

0 0 0 0 0

ホームヘルパーが居宅を訪問し，食事や掃除，洗濯，買い物などの身体介護や生活援

助をします。

介護職員と看護職員が居宅を訪問し，移動入浴車などで入浴介護をします。
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(3)訪問看護，介護予防訪問看護

（単位：１月あたり 人，回）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

訪問看護 1,146 1,316 1,469 1,576 2,123

介護予防訪問看護 134 180 204 228 427

回
数

訪問看護 9,051 10,530 11,748 12,599 16,919

介護予防訪問看護 979 1,388 1,566 1,742 3,225

(4)訪問リハビリテーション，介護予防訪問リハビリテーション

（単位：１月あたり 人，回）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

訪問リハビリ
テーション

300 323 363 390 443

介護予防訪問
リハビリテーショ
ン

56 74 84 93 168

回
数

訪問リハビリ
テーション

3,074 3,733 4,194 4,506 5,122

介護予防訪問
リハビリテーショ
ン

566 791 897 991 1,789

疾患などを抱えているかたについて，看護師などが訪問し，療養上の世話や診療の補

助をします。

理学療法士や作業療法士，言語聴覚士が居宅を訪問し，リハビリテーションを行いま

す。
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(5)居宅療養管理指導，介護予防居宅療養管理指導

（単位：１月あたり 人）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

居宅療養管理指導 2,473 2,868 3,229 3,487 4,736

介護予防居宅療養
管理指導

143 198 222 247 470

(6)通所介護（デイサービス）

（単位：１月あたり 人，回）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

通所介護

2,781 3,031 3,334 3,621 4,449

回
数 27,269 29,914 33,020 35,969 44,094

(7)通所リハビリテーション，介護予防通所リハビリテーション（デイケア）

（単位：１月あたり 人，回）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

通所リハビリ
テーション

917 1,011 1,105 1,181 1,423

介護予防通所リハ
ビリテーション

191 248 279 312 565

回
数

通所リハビリ
テーション

7,610 8,423 9,214 9,855 11,824

医師，歯科医師，薬剤師，管理栄養士などが訪問し，療養上の管理や指導をします。

通所介護施設で，食事，入浴などの日常生活上の支援や，生活行為向上のための支援

を日帰りで行います。

介護老人保健施設や医療機関などで，入浴などの日常生活上の支援や，生活行為向上

のためのリハビリテーションを日帰りで行います。
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(8)短期入所生活介護，介護予防短期入所生活介護（ショートステイ）

（単位：１月あたり 人，日）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

短期入所生活介護 775 823 872 925 1,169

介護予防短期入所
生活介護

10 12 13 14 19

日
数

短期入所生活介護 7,510 8,013 8,489 9,006 11,401

介護予防短期入所
生活介護

37 57 61 67 90

(9)短期入所療養介護，介護予防短期入所療養介護（医療ショートステイ）

（単位：１月当たり 人，日）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

短期入所療養介護 72 76 80 86 110

介護予防短期入所
療養介護

2 3 4 5 10

日
数

短期入所療養介護 539 580 611 656 840

介護予防短期入所
療養介護

12 24 32 40 79

(10)福祉用具貸与，介護予防福祉用具貸与

（単位：１月あたり 人）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

福祉用具貸与 4,326 4,747 5,180 5,566 7,354

介護予防
福祉用具貸与

708 807 905 1,008 1,758

介護老人福祉施設などに短期間入所して，日常生活上の支援（食事，入浴，排せつな

ど）や機能訓練などが受けられます。

介護老人保健施設などに短期間入所して，医療上のケアを含む日常生活上の支援や機

能訓練，医師の診療などが受けられます。

日常生活の自立を助けるための福祉用具（車いす，特殊寝台，歩行器など）をレンタ

ルするサービスです。
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(11)特定福祉用具購入，特定介護予防福祉用具購入

（単位：１月あたり 人）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

特定福祉用具購入 72 78 85 91 110

特定介護予防
福祉用具購入

19 23 26 29 48

(12)住宅改修，介護予防住宅改修

（単位：１月あたり 人）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

住宅改修 61 66 73 78 103

介護予防住宅改修 37 43 49 55 85

(13)居宅介護支援，介護予防支援（ケアマネジメント）

（単位：１月あたり 人）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

居宅介護支援 6,900 7,500 8,120 8,679 11,442

介護予防支援 717 920 1,117 1,333 2,107

腰掛け便座や簡易浴槽など入浴，排せつの用に供する福祉用具を，指定事業者から購

入したときに，購入費が支給されます。（自己負担あり）

手すりの取り付けや段差解消などの住宅改修をしたとき，改修費用が支給されます。

（上限２０万円，自己負担あり）

ケアマネジャーが，利用者に合った「ケアプラン」を作成し，そのプランに沿っ

て，安心してサービスを利用できるように，利用者を支援します。（自己負担無

し）要支援者のケアマネジメントは，地域包括支援センターが担当します。
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～地域密着型サービス～

(14)定期巡回・随時対応型訪問介護看護

（単位：１月あたり 人）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

定期巡回・随時対
応型訪問介護看護

97 109 136 177 310

(15)夜間対応型訪問介護

（単位：１月あたり 人）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

夜間対応型訪問介
護

31 32 33 34 40

(16)認知症対応型通所介護，介護予防認知症対応型通所介護

（単位：１月あたり 人，回）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

認知症対応型通所
介護

58 65 74 78 123

介護予防認知症対
応型通所介護

0 2 2 2 5

回
数

認知症対応型通所
介護

586 723 825 871 1,375

介護予防認知症対
応型通所介護

0 14 14 14 36

単身や重度の要介護者のかたが在宅生活を続けられるよう，排せつなどの身体介護や

看護を提供します。訪問介護や訪問看護が連携し，定期的に自宅へ巡回しながら，必

要に応じ２４時間対応します。

２４時間安心して在宅生活が送れるよう，巡回や通報システムによる夜間専用の訪問

介護サービスです。

認知症高齢者を対象に，食事や入浴，専門的なケアが日帰りで受けられます。
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(17)小規模多機能型居宅介護，介護予防小規模多機能型居宅介護

（単位：１月当たり 人）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

小規模多機能型居
宅介護

133 149 175 213 340

介護予防小規模多
機能型居宅介護

18 21 25 31 54

(18)看護小規模多機能型居宅介護

（単位：1月当たり 人）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数

看護小規模多機能
型居宅介護

0 18 22 48 116

(19)地域密着型通所介護

（単位：1月当たり 人，回）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

人
数地域密着型

通所介護

1,280 1,381 1,488 1,586 1,830

回
数

11,166 12,250 13,295 14,242 15,998

通所を中心に，利用者の選択に応じて訪問系や泊まりのサービスを組み合わせ，多機

能なサービスを受けられます。

要介護度が高く，医療ニーズの高い高齢者を対象に，小規模多機能型居宅介護のサー

ビスに，必要に応じた訪問看護を組み合わせたサービスです。

利用定員が１８人以下の事業所により提供される通所介護サービスです。
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３ 介護（予防）給付費等の見込み

各サービス量の見込みをもとに算出した介護（予防）給付費は以下のとおりです。

（１）介護給付費

（単位：千円／年）

2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

居宅サービス

訪問介護 2,636,040 2,948,843 3,230,486 3,885,020

訪問入浴介護 176,081 194,277 205,869 274,537

訪問看護 597,092 669,041 718,852 957,644

訪問リハビリテーション 129,893 145,876 156,721 178,615

居宅療養管理指導 427,441 482,327 521,376 701,390

通所介護 2,783,928 3,087,283 3,374,186 4,099,958

通所リハビリテーション 904,011 993,329 1,066,312 1,244,951

短期入所生活介護 798,589 845,855 897,498 1,135,716

短期入所療養介護 78,857 82,900 88,961 114,500

福祉用具貸与 827,777 912,884 987,623 1,212,434

特定福祉用具購入 28,933 31,621 33,867 40,749

住宅改修 74,401 82,515 88,015 116,261

特定施設入居者生活介護 1,355,675 1,355,675 1,355,675 2,257,048

地域密着型サービス

定期巡回・随時対応型介護看護 221,454 275,708 359,723 625,379

夜間対応型訪問介護 8,583 8,785 8,987 11,610

認知症対応型通所介護 91,782 105,181 111,332 176,964

小規模多機能型居宅介護 307,261 360,983 438,990 702,106

認知症対応型共同生活介護 1,179,917 1,232,687 1,285,217 1,884,646

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

464,731 464,731 641,765 825,668

看護小規模多機能型居宅介護 3,336 4,448 11,120 26,687

地域密着型通所介護 1,081,306 1,183,196 1,274,441 1,377,764

介護保険施設サービス

介護老人福祉施設 3,775,029 3,775,029 3,924,154 6,874,349

介護老人保健施設 2,706,811 2,706,811 2,706,811 4,561,246

介護医療院（平成37年度は
介護療養型医療施設を含む）

0 0 0 0

介護療養型医療施設 85,298 85,298 85,298 ー

居宅介護支援 1,249,307 1,357,603 1,454,655 1,900,138

介護給付費計 21,993,533 23,392,886 25,027,934 35,185,380
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（2）介護予防給付費

（単位：千円／年）

2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

介護予防サービス

訪問入浴介護 0 0 0 0

訪問看護 64,314 72,674 80,942 150,426

訪問リハビリテーション 26,316 29,823 32,943 59,501

居宅療養管理指導 23,779 26,635 29,604 56,910

通所リハビリテーション 91,524 102,344 113,630 207,219

短期入所生活介護 4,291 4,579 5,006 6,724

短期入所療養介護 2,865 3,820 4,776 9,551

福祉用具貸与 43,525 48,700 54,140 97,292

特定福祉用具購入 6,728 7,619 8,509 14,065

住宅改修 54,444 62,140 69,836 108,316

特定施設入居者生活介護 66,102 66,102 66,102 101,168

地域密着型介護予防サービス

認知症対応型通所介護 839 839 839 2,099

小規模多機能型居宅介護 15,372 18,426 22,566 39,025

認知症対応型共同生活介護 3,145 3,145 3,145 15,724

介護予防支援 51,484 62,489 74,551 117,902

予防給付費計 454,728 509,335 566,589 985,922

総給付費 22,448,261 23,902,221 25,594,523 36,171,302
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第２章 地域支援事業の事業量等の見込みについて

第１節 地域⽀援事業の実施内容
１ 介護予防・日常生活支援総合事業

   介護予防 生活支援    事業

要支援者及び総合事業対象者の多様なニーズに対応するため，旧制度の介護予防訪

問介護及び介護予防通所介護に加え，住民主体の支援等も含めた訪問型サービス，通

所型サービス，その他の生活支援サービス，介護予防ケアマネジメントを実施します。

サービス種別 サービスの概要

訪問型サービス 旧介護予防訪問介護に相当するサービス及び緩和された基準

（訪問型生活支援サポーター）によるサービスや住民主体サー

ビスによる支援を行います。

【第３章第１節ー１】

通所型サービス 旧介護予防通所介護に相当するサービスを実施するほか，緩和

された基準によるサービスや住民主体サービスの導入の検討を

行います。

【第３章第１節ー１】

その他の生活支援

サービス

地域における自立した日常生活の支援のため，訪問型及び通所

型サービスと一体的に行われる配食・見守りサービス等の検討

を行います。

【第３章第１節ー１】

介護予防ケアマネ

ジメント

要支援者等に対する心身の状態やその置かれている環境に応じ

て，本人が自立した生活を送ることができるようケアプランを

作成します。
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   一般介護予防事業

全ての高齢者を対象として，機能回復訓練などの高齢者本人へのアプローチだけで

なく，生活環境の調整や，地域の中に生きがい・役割を持って生活できるような居場

所や出番づくりなど，高齢者を取り巻く環境への支援を含めた視点に立って事業を推

進します。

事 業 方 針 内 容

介護予防把握事業 地域の実情に応じて収集した情報

等の活用により，閉じこもり等の

何らかの支援を要する高齢者を把

握し，フレイル予防事業へつなげ

ます。

地域包括支援センターや

民生委員等を通じた高齢

者情報の把握や，保健事

業等を通じて対象者を把

握

介護予防普及啓発

事業

フレイル予防に資する知識の普及

啓発やフレイル予防教室等を開催

し，フレイル予防を推進します。

フレイルチェックを通じ

たフレイル予防の推進

ロコモフィットかしわ事

業等フレイル予防講座の

開催 等

【第１章第１節ー２】

地域介護予防活動

支援事業

住民主体のフレイル予防活動が継

続して行われるよう人材の育成や

活動の場が拡大していくような地

域づくりを支援します。

介護予防センターの機能

強化

フレイル予防に資する市

民サポーターの養成

通いの場事業の推進 等

【第１章第１節ー３】等

一般介護予防評価

事業

計画に定める目標値の達成状況等

の検証を行い，フレイル予防事業

の評価を行います。

高齢者一般調査（健康と

くらしの調査）や介護保

険データの活用により，

時系列で成果指標を検証

地域リハビリテー

ション活動支援事

業

フレイル予防を効果的に進めるた

め，リハビリテーション専門職の

知見等を活かし，自立支援に資す

る様々な取組みを支援します。

地域サロンや通いの場，

地域ケア会議等へのリハ

ビリテーション専門職の

参加 等

【第１章第１節ー３】
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２ 包括的支援事業

   地域包括支援     運営

地域における高齢者の総合相談窓口として，①高齢者の総合相談支援，②介護予防

ケアマネジメント，③包括的・継続的ケアマネジメント，④権利擁護の各業務を実施

するため，日常生活圏域ごとに地域包括支援センターを設置し，地域包括ケアシステ

ムの中核的役割を推進していきます。

【第２章第３節】

   在宅医療 介護連携 推進

今後急速に進展する高齢化に対応するために，平成22年度から関係団体との協議

を開始し，在宅医療・介護多職種連携体制やルールの構築に取組み，平成 26年度に

は地域医療の推進と多職種連携の拠点として「柏地域医療連携センター」を設置し，

在宅医療推進体制のさらなる構築に向けて取り組んでいます。特に，在宅医療・介護

連携の一体的な評価体制を構築し，市民が望む療養生活の選択肢のひとつとなるよう，

多面的な啓発・情報発信を進めていきます。

【第２章第２節】

   認知症施策 推進

認知症の人が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるようにするため，「かし

わ認知症オレンジ構想」に基づき，①認知症に関する知識の普及啓発，②認知症の人

と家族への支援，③地域の見守り，④早期発見・早期対応，⑤早期診断と適切な医

療・ケアの各種施策を推進していきます。

【第２章第４節】

   生活支援     体制整備

生活支援体制整備事業は，「地域づくり」とも言われる総合事業を効果的に実施す

るための取組みであり，総合事業と連携しながら進めていく必要があります。

「地域支えあい推進協議会」では，本市における効果的な「支えあい活動」の支援

体制や推進策等の評価見直しについて検討・協議します。

コミュニティエリア（小圏域）では「地域支えあい推進員」（生活支援コーディネ

ーター）と共に，多様な地域団体が参加する「支えあい会議」等と連携して，コミュ

ニティエリアにおける生活支援サービス等の提供体制を整備していきます。

【第２章第１節】
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３ 任意事業

本市が実施する任意事業は，次のとおりです。

事 業 名 事 業 内 容

介護給付費適正化事業 ・給付費通知の発送

・介護レセプト点検

・ケアプラン点検

介護保険サービスが適切に提供されるための適正

化事業を実施

家族介護支援事業 ・介護用品（紙おむつ）支給事業

ねたきり，認知症等により紙おむつを使用する高

齢者への紙おむつの配達

・家族介護慰労金支給事業

介護保険サービスを利用していない要介護認定者

を介護している家族に対する慰労金の支給

その他の事業 ・成年後見制度利用支援事業

成年後見市長申立てによる被後見人のうち，後見

人への報酬が支払えないかたへの助成

・住宅改修理由書作成補助事業

ケアマネジャーが決まっていない要介護者の住宅

改修について，理由書作成を行った居宅介護支援

事業者に対する補助金の交付

・認知症サポーター等養成事業
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第 2節 地域⽀援事業の事業量・事業費の⾒込み
１ 地域支援事業の事業量の見込み

（１）介護予防・日常生活支援総合事業

①介護予防・日常生活支援サービス事業

介護予防・生活支援サービス事業では，介護予防給付の実績をもとに訪問型・通所型

サービスの事業量を見込みます。

【訪問型サービスの利用人数見込み】 （単位：１月あたり 人）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

訪問型サービス 891 1,020 1,161 1,309

【通所型サービスの利用人数見込み】 （単位：１月あたり 人）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

通所型サービス 1,552 1,908 2,324 2,790

 一般介護予防事業

一般介護予防事業では，誰もが参加できる場づくりの活動目標として，ロコモフィッ

トかしわの事業量を見込みます。

【ロコモフィットかしわの参加人数見込み】 （単位：人）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

参加者数 1,340 2,050 2,950 3,850
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（2）包括的支援事業

①地域包括支援センターの運営

地域包括支援センターの運営の取組みとして，地域包括支援センターの設置数を見込

みます。

（単位：か所）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

センター数 11 11 13 13

 在宅医療 介護連携 推進

在宅医療・介護連携の推進の取組みとして，地域医療連携センターの設置数を見込み

ます。

（単位：か所）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

センター数 １ １ １ １

 認知症施策 推進

認知症施策の推進の取組みとして，認知症初期集中支援チームと認知症地域支援推進

員の設置数を見込みます。

【認知症初期集中支援チーム】 （単位：チーム）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

チーム数 1 1 1 1

【認知症地域支援推進員】 （単位：地域）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

日常生活圏域

（中圏域）
11 11 13 13

 生活支援     体制整備

生活支援サービスの体制整備の取組みとして，生活支援コーディネーターの配置人数

を見込みます。

（単位：人）

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

市域 ３ ３ ３ ３

日常生活圏域

（小圏域）
２０ ２０ ２０ ２０
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（３）任意事業

任意事業では，重度の要介護高齢者の在宅生活を支援するための指標として，介

護用品（紙おむつ）支給事業の事業量を見込みます。

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

支給人数 137 148 160 173

２ 地域支援事業の事業費の見込み

（単位：千円）

2018年度 2019年度 2020年度 合 計

１ 介護予防・日常生活支援総合事業 962,136 1,139,597 1,337,967 3,439,701

介護予防・生活支援サービス事業等 881,265 1,059,520 1,255,345 3,196,130

一般介護予防事業 80,871 80,077 82,622 243,570

２ 包括的支援事業 512,017 597,648 593,809 1,703,475

地域包括支援センター運営事業 441,390 525,438 519,438 1,486,266

在宅医療・介護連携推進事業 25,640 25,640 25,640 76,921

生活支援体制整備事業 31,837 31,837 31,837 95,511

認知症総合支援事業 13,150 14,733 16,894 44,777

３ 任意事業 27,561 29,724 32,053 89,338

介護給付費等費要適正化事業 2,615 2,818 3,037 8,470

家族介護支援事業 13,039 14,072 15,254 42,365

その他の事業 11,907 12,834 13,763 38,504

合 計 1,501,714 1,766,970 1,963,830 5,232,514
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第３章 介護保険財政と介護保険料の見込み

第１節 介護保険給付費等の⾒込み
介護保険料算定の基礎となる第７期（平成３０～３２年度）の３年間の保険給付費等および地域

支援事業費の見込みは，次のとおりです。

（単位：千円／年）

区 分 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

総給付費 22,448,261 23,902,221 25,594,523 36,171,302

特定入所者介護

サービス費
642,990 682,415 724,257 975,247

高額介護サービス費等

給付額
568,640 647,103 714,210 1,169,737

高額医療合算介護

サービス費等給付額
92,388 105,986 121,222 239,456

算定対象審査支払手数料 19,810 20,387 20,980 24,213

制度改正に伴う影響額

（※）
△23,804 △39,316 △42,712 △55,121

標準給付見込額 23,748,285 25,318,796 27,132,480 38,524,834

平成 30年度～32年度 76,199,561 －

区 分 2018年度 2019年度 2020年度 2025年度

地域支援事業費 1,501,714 1,766,970 1,963,830 4,992,194

平成 30年度～32年度 5,232,514 －

※ 制度改正による，一定以上所得者の利用者3割負担
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第２節 財源構成
３年間の保険給付費等および地域支援事業費の財源構成は，次のとおりです。

財源構成 標準給付費

地域支援事業費

介護予防・日常生活

支援総合事業

包括的支援事業・

任意事業

介護保険料（※１）

（６５歳以上）
２６．６２％ ２６．６２％ ２３．０％

支払基金交付金

（４０～６４歳）
２７．０％ ２７．０％ —

国庫負担金

（施設給付費分等）

２０．０％

（１５．０％）
２０．０％ ３８．５％

調整交付金（※２）

（国の負担）
１．３８％ １．３８％ —

県負担金

（施設給付費分等）

１２．５％

（１７．５％）
１２．５％ １９．２５％

市負担金 １２．５％ １２．５％ １９．２５％

※１ ６５歳以上の第１号被保険者の標準給付割合に対する負担割合は，第７期においては２３％

となります。

しかし，本市では，国が負担する調整交付金は５％を下回る見込みのため，６５歳以上の第

１号被保険者の負担割合は，２３％＋（５％－１．３８％）＝２６，６２％となります。

※２ 調整交付金は，第１号被保険者の所得の分布および７５歳以上の後期高齢者割合について，

全国平均との格差を調整するため，国から交付されるものです。交付割合は５％ですが，全国平均

と本市の差から，本市は平均１．３８％と見込まれています。
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第３節 介護保険料の⾒込み
１ 第７期の介護保険料

第１号被保険者の介護保険料は，第７期の３年間における標準給付費と地域支援事業費の総

額に対する第１号被保険者の負担分（保険料収納必要額）に，保険料収納率などを加味して，

所得段階に応じた被保険者数により算定します。

第１号被保険者負担分相当額（３年間） １８，７２９，３７７千円

調整交付金相当額（３年間） ２，８６９，４８４千円

合計[保険料収納必要額] ２１，５９８，８６１千円

予定保険料収納率 ９８％

   財政調整基金 活用

介護保険料基準額の上昇を抑えるために，財政調整基金から約９億５千万円を取り崩し，

保険料収納必要額に繰り入れました。

財政調整基金取崩し額 ９５０，０００千円

保険料収納必要額（基金繰り入れ後） ２０，６４８，８６１千円

   保険料段階 設定

 低所得者 保険料軽減強化

消費税財源を活用し，市民税非課税層の保険料の負担割合を軽減します。給付費の５

割の公費負担とは別枠で，公費（国１／２，県１／４，市１／４）を投入します。

[軽減割合：第１段階 0.2 第２段階 0.25 第３段階0.05]

 介護保険料基準額 設定

本市では，保険料の所得段階を１8段階とし，所得の少ないかたへの負担軽減を図っ

てきました。

第７期においても，市民税課税層に対する多段階制を活用し，所得の少ないかたへの

負担軽減に引き続き取り組みます。その結果，第７期の所得段階は第 6 期に引き続き

18段階とするとともに，基準額に対する割合を見直し，基準額を設定します。

この結果，本市の第７期の介護保険料は，次のとおりとなります。

【第１号費保険者介護保険料（基準額）】

平成30年度から平成 32年度

保険料基準額／年額 ６６，１４４円

保険料基準額／月額 ５，５１２円
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【所得段階別第１号被保険者保険料額】

区分 割合 年額（円） 月額（円）

第１段階

生保等

年金＋所得 80万円以下

（世帯非課税）

0.45 26,457 2,204

第２段階
年金＋所得 80万円超 120万円以下

（世帯非課税）
0.60 39,686 3,307

第３段階
年金＋所得 120万円以上

（世帯非課税）
0.70 46,300 3,858

第４段階
年金＋所得 80万円以下

（世帯課税）
0.80 52,915 4,409

第５段階

（基準額）

年金＋所得 80万円超

（世帯課税）
1.00 66,144 5,512

第６段階
所得 100万円未満

（本人課税）
1.05 69,451 5,787

第７段階
所得 100万円以上 150万円未満

（本人課税）
1.10 72,758 6,063

第８段階
所得 150万円以上 200万円未満

（本人課税）
1.20 79,372 6,614

第９段階
所得 200万円以上 300万円未満

（本人課税）
1.30 85,987 7,165

第１０段階
所得 300万円以上 400万円未満

（本人課税）
1.45 95,908 7,992

第１１段階
所得 400万円以上 500万円未満

（本人課税）
1.55 102,523 8,543

第１２段階
所得 500万円以上 600万円未満

（本人課税）
1.75 115,752 9,646

第１３段階
所得 600万円以上 700万円未満

（本人課税）
1.85 122,366 10,197

第１４段階
所得 700万円以上 800万円未満

（本人課税）
1.95 128,980 10,748

第１５段階
所得 800万円以上 900万円未満

（本人課税）
2.10 138,902 11,575

第１６段階
所得 900万円以上 1,000万円未満

（本人課税）
2.25 148,824 12,402

第１７段階
所得 1,000万円以上 1,500万円未満

（本人課税）
2.40 158,745 13,228

第１８段階
所得 1,500万円以上

（本人課税）
2.55 168,667 14,055

※第１～５段階の所得は，合計所得－年金所得です。
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【所得段階別被保険者数（推計）】

所得段階 2018年度 2019年度 2020年度 合計

第１段階

第２段階

第３段階

第４段階

第５段階

第６段階

第７段階

第８段階

第９段階

第１０段階

第１１段階

第１２段階

第１３段階

第１４段階

第１５段階

第１６段階

第１７段階

第１８段階

合 計

２ 介護保険料の将来の見込み

第7期プランでは，被保険者数や要介護認定者数，介護サービス事業量を見込むことにより，

本市の介護保険事業の推計を行いました。この将来推計に基づき，２０２５年度（平成３７年

度）まで現状のまま推移したとして試算すると，第 9期（2025年度（平成 37年度））の保

険料は，月額９,０００円台となる見込みです。
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第４部 資料編
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１ 計画の策定体制と経過

本計画の策定にあたっては，公募による市民，健康福祉関係者，学識経験者等で構

成される市の健康福祉政策全般の審議機関である「柏市健康福祉審議会」に諮問を行

い，「高齢者健康福祉専門分科会」において幅広い視点から検討を加え，とりまとめ

を行いました。

開催年月日 主な審議事項
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柏市健康福祉審議会高齢者健康福祉専門分科会委員

（敬称略）

氏 名 所 属 な ど 備 考

須 田 仁 聖徳大学准教授 ◎会長

高 橋 裕 柏市地域包括支援センター運営協議会代表 ○副会長

金剛寺 高 宏 柏歯科医師会副会長

植 野 順 子 柏市介護支援専門員協議会代表

佐 藤 きく江 公募委員

平 野 清 柏市医師会顧問

古 川 隆 史 柏市議会議員

堀 田 き み 柏市非営利団体連絡会代表

山 名 恵 子 柏市民生委員児童委員協議会会長

吉 野 一 實 柏市老人福祉施設連絡協議会会長

渡 部 昭 柏市介護サービス事業者協議会副会長
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2 第７期柏市高齢者いきいきプラン２１策定

のための基礎調査
「第７期柏市高齢者いきいきプラン２１」の策定にあたり，高齢者の生活状況や健

康状態，サービスの利用意向等を把握するため，以下の調査を実施し，本計画の基礎

資料としました。

調査名 調査対象者（調査期間） 発送数 回収数 回収率

①高齢者一般調査

(健康とくらしの調査)

2016 年(平成 28 年)１

０月１日時点で，６５歳

以上である要介護認定を

受けていないかた(2016

年(平成 28 年)11 月 14

日～12月 5日)

6,000件 4,550件 75.8％

②特別養護老人ホーム

待機者調査

特別養護老人ホームへ入

所申込をしたかた

(2016年(平成28年)11

月１7日～１２月12日)

639件 427件 66.8％

③ケアマネジャー調査 柏市介護支援専門員協議

会に加入し，介護支援専

門員として従事している

会員

(2016年(平成28年)11

月１7日～１２月12日)

319件 220件 69.0％

④サービス未利用者調

査

要介護認定を受け，介護

サービスを利用していな

いかた

(2016年(平成28年)11

月１7日～１２月12日)

554件 287件 51.8％

⑤在宅介護実態調査 要介護認定を受け，在宅

で生活をしているかたと

介護者

(2016年（平成28年）

10月5日～2017年(平

成 29年)6月 30日)

617件 617件

(認定調査

に併せて

アンケー

ト調査を

実施)

100.0%
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３ 地域フォーラム
「第7期柏市いきいきプラン21」に広く地域の声を反映させる機会として，地域包

括支援センターごとに開催している「地域包括ネットワーク会議」を「地域フォーラ

ム」と位置づけ，公募の市民を加えて2017年度（平成29年度）に開催しました。

（１）開催日・参加者数・テーマ

包括名・圏域 開催日 参加者数 意見交換等のテーマ

光ケ丘

光ケ丘・酒井根
７月８日 21

○元気な高齢者が地域で活躍できる地域づ

くり

沼南

風早北部・手賀・風早南部
７月 15日 2239

○高齢者がいつまでも自分らしく輝いた生

活をするために

柏南部第2

増尾
７月 18日 20

○「次世代」の担い手にどのようにして地

域活動に参加してもらうか？

北柏

富勢・松葉・高田・松ケ崎
7月 27日 34

○地域で支え上手・支えられ上手になるに

は

柏北部

田中・西原
７月 28日 37

○ワンフォアオール オールフォアワン

～情けは人ひとの為ならず～

柏南部

藤心・南部
７月 30日 29 ○地域で支え合い・地域で暮らす

柏東口第2

富里・永楽台
８月２３日 23

○地域で取り組もう生活支援・介護予防

～いつまでも元気に暮らすためには～

柏東口

柏中央・新田原
８月 26日 25

○いきいきと暮らせるまちづくり

～通いの場・活躍の場～

柏西口

豊四季台・旭町・新富
8月 27日 45 ○地域で活動の場を広げていくためには

（２）参加者

ふるさと協議会代表者，地区社協代表者，民生委員，健康づくり推進員，医師，歯

科医師，介護支援専門員，高齢者施設職員，ＮＰＯ団体等関係者，公募市民（１３

人）等
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